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概要書 
 
第 1 章 中国の貿易志向型中小企業が電子商取引を行う必要性と中国 B2B 取引の現状 
 電子取引プラットフォームの運営背景として、中国の貿易志向型中小企業が電子商取
引を行う利点と中国 B2B 取引の現状を紹介する。中小企業にとって、伝統的な取引よ
り、電子商取引を通して市場の変化を精確に把握できる。そして、会社内部と外部（取
引相手）の情報を低コスト、かつ効率的に流せ、経営管理の質を向上させ、大幅に物
流コストと営業費用を削減できる。中小企業の市場競争力を改善できるため、大きな
意義を持っている。こんな背景の中で、中小企業は電子商取引の全体を行う力を持た
ないため、アリババのような大きな電子取引プラットフォームはこんなサービスを提
供できることが望ましいと言えよう。しかし、中小企業が電子取引プラットフォーム
の利用は、情報のマッチングにしかとどまっていなくて、物流と決済は、まだ企業同
士が直接で行われている。ゆえに、どんな構造で情報の流れ、物流、決済を統合する
かは本論文で分析していきたい。 
第 2 章 中国の中小企業向けの B2B 電子取引プラットフォーム市場 
 アリババと万国商業網のような有名な電子取引プラットフォームを対象にして、中国
の中小企業向けの B2B 電子取引プラットフォームの運営形態、主なサービス内容と収
益構成を紹介する。アリババと万国商業網の比較をしながら、それぞれの特徴を分析
して、現在の中国電子取引プラットフォームの現状を明らかにする。 
第 3 章 電子取引プラットフォームの諸問題及び電子取引プラットフォームにおける
取引プロセスモデル及び電子書類標準の統一 
以下の順序で序章に提出した電子取引プラットフォームの問題点を具体的に分析す
る。 
①信用リスク 
 そして、2010 年にアリババで起きた詐欺事件が話題になり、電子取引プラットフォ
ームにおけるセキュリティ問題が重視されるようになった。本章では、アリババの利
用規約を分析した上で、入会を希望する企業に対する認証作業を行うという方法を検
討している。 
②法的問題 
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今の中国では、電子商取引に関する法律はまだ紙ベースの契約法に基づくものであ
るので、電子商取引に関する専門的な法律の制定は、電子取引プラットフォームの運
営者にとって望ましいといえよう。国連と先進国の相関する法律を参考にしている。 
③金融面 
まずは、決済にはアリペイという決済システムを利用できるが、アリペイはあくまで
も取引金額の低い B2C 取引にふさわしく、大口、しかも資金のオペレーションに敏感
な企業間取引にとっては、使いにくくなる。 
④物流面 
アリババでは物流会社の情報が開示されているが、アリババを利用する企業は、商
談が成立したとされ、オフラインで物流会社と連絡し、取引をするので、その実質と
しては、伝統的な取引モデルと違いがない。 
 ⑤電子書類フォーマット 
最後には、電子取引プラットフォームにおいて起きた紛争に対応するために、国連
の基準と書類のコア構成要素を参照にして、電子取引プラットフォームが紛争の解決
に関する約款を入れた電子書類のフォーマットを提供するというアイディアを提出し
た。 
第 4 章 B2B 電子取引プラットフォームの決済と物流機能―アリババの決済＆物流と
先進国との比較 
 本章では、第 3 章で検討した中国の電子取引プラットフォームが情報の交換をマッチ
ング機能しか持っていない特徴に対して、先進国と中国で成功している B2C サイトの
事例を参照にして、決済機能と物流機能を付ける可能性を検討してみる。  
 決済には、トレードカード（トレードカード：TradeCard はニューヨークをベースにして、
サプライヤーとメーカーに向け、注文、工場生産と決済のサービスを一貫して提供するグロー
バルなプラットフォームである）を例に、電子取引プラットフォームを介して決済を行
う場合には、取引ごとに信用保険機能を付ける考え方を提示する。物流の面としては、
Freight Traders 、アマゾン・ジャパン、アリババの B2C サイトであるタオバオの物流
システムを例にしている。電子取引プラットフォーム自身が物流センターを建て、中
国の物流会社と提携すべきであると提案したい。これは、電子取引プラットフォーム
を使う企業の物流業務を便利にさせるし、電子取引プラットフォームにとっても提携
先の物流会社から一定の利用手数料を徴収できるようにもなる。 
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第 5 章 中国における電子取引プラットフォームの成功要因とこれからの課題 
――結論と展望 
本章では、アリババとアリババの子会社である B2C サイトのタオバオが中国での成
功した要因を分析している。アリババは中国市場の特徴に適応して、中国志向の戦略
を取ったことがわかる。特に、中国へ進出した外資企業に比べて、アリババが信用問
題に対して開発したシステムは大きな優位性となり、中国市場の占拠率を上げるため
のキーだと言われる。 
では、信用問題への対応など、これから中国で電子取引プラットフォームのビジネ
スを展開したい運営者にとって、どのように中国市場の特徴を把握し、対応するかを
提案してみる。 
そして、“Meet in Alibaba”から“Work in Alibaba”までの転換を狙い、ワン・スト
ップ・サービスの発想を提出した。“Work in Alibaba”になるまでには、まだワン・ス
トップ・サービスは、商流・金流・物流の統合を目指していて、その構成としては、まず
企業間の電子書類の交換と作成に備えるために、電子契約のフォーマットとそのほかの書
類の標準モデルを作り、それに対応する取引記録を管理するシステムも構築することであ
る。 
金流として、第四章で紹介したトレードカードの事例は参照となると思う。信用保険会
社と提携して、企業の取引額に応じて貿易保険を付けさせ、信用保険のサービスを展開す
る形が望まれる。 
最後には、第四章で検討した日本の書籍の物流で成功しているアマゾン・ジャパンの事
例のように、電子取引プラットフォーム自身の物流センターを建てるアイディアを提案
している。こうして、前の章でばらばらで提出した電子取引プラットフォームでワン・
ストップ・サービスという商流・金流・物流の統合の発想をまとめることになる。 
ワン・ストップ・サービスという発想の限界としては、国際取引の場合において、事情
が複雑であるため、決済における為替問題、そして国際物流のような壁などがあげられ
る。したがって、“Meet in Alibaba”から“Work in Alibaba”までのような転換は、
現実には実現が容易でないともいえるので、どのようにしてこのような転換を最大限
に実現させるかが電子取引プラットフォーム成功の将来の課題である。 
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序言 
「世界の工場」と称されている中国で、貿易志向型の中小企業の倒産が相次いでい
る。欧米の景気低迷の影響を受け、南部で深刻化した企業の経営危機は他地域にも拡
大する傾向がある。資金不足、人材難などさまざまな難問に企業が直面している。貿
易依存度の高い（2011 年は、50.1%）中国にとって、経済成長のエンジンを内需に移
すのもさることながら、輸出に新しい道を打開することが望まれている。これは、電
子取引プラットフォームビジネスのチャンスにもなると思われる。 
近年、アリババを代表として、これらの国際取引を展開したい中小企業を支援する
電子取引プラットフォームが著しく成長してきた。大資金・規模あるいは国際取引の
経験を持っていない中小企業にとって、アリババのような電子取引プラットフォーム
は国際的な展開には重要な役割を担っている。本論文では、なぜアリババは 10 年間だ
けで中国ないし世界トップ（利用者数と取引数）の B2B サイトになったのかを分析し
ていきたい。そして、アリババは今まで取引情報の交換の役割しか果たしていないの
で、日本、アメリカなどの先進国の例を参照して、これからは金流と物流も統合でき
るかどうかという課題についても検討してみる。 
第 1章では、まず中国の貿易志向型中小企業が電子商取引を行うメリットと中国 B2B
取引の現状について紹介して、日本のデータと比較し、なぜ中国の中小企業は電子商
取引の展開はまだ先進国に遅れているのかを分析する。 
第 2 章では、中国の B2B 電子取引プラットフォームの典型的な例として、アリババ
と万国商業網を紹介して、アリババのサービス内容と収益構成を述べ、アリババと万
国商業網の比較を行い、特にアリババと万国商業網の会費の徴収の仕方を比べて、ア
リババでの取引安全を確保できる徴収方法を考察する。 
第 3 章では、アリババの取引プロセスの分析を通して、アリババでは、商流、つま
り情報の交換とマッチングという機能しか持っていない特徴を検討する。そして、ア
リババで起きた詐欺事件をきっかけに、電子商取引に関するセキュリティ問題を検討
する。また、法的な視点から、電子取引プラットフォームにおける電子契約、取引に
関わる紛争が起こる場合の裁判管轄権と知的所有権の保護を考察する。最後には、国
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連のモデルも参照にして、電子取引プラットフォームにおける取引プロセスモデルの
標準と統一を達成する方法について提案を考えてみる。 
第 4 章では、トレードカードを決済の例に、Freight Traders 、アマゾン・ジャパン、
アリババの B2C サイトであるタオバオの物流システムを物流の例にし、B2B 電子取引
プラットフォームに決済と物流機能をつけられるかどうかの考察をしてみよう。 
B2B と B2C には、電子商取引において共通しているところがあるので、第 5 章では
アリババとアリババの子会社である B2Cサイトのタオバオが中国での成功した要因を
分析して、信用問題への対応など、これから中国で電子取引プラットフォームのビジ
ネスを展開したい運営者にとって、どのように中国市場の特徴を把握して対応するか
を提案してみる。 
そして、前の章でばらばらで提出した電子取引プラットフォームでワン・ストップ・
サービスという商流・金流・物流の統合の発想をまとめて考えてみる。 
最後に、電子取引プラットフォームで商流・金流・物流システムを建設するときに
は、国境を超えるという壁に直面しなければならないので、本論文で提出した考え方
の実現は、いろいろ難しいところがあると言えよう。そして、電子取引プラットフォ
ームビジネスの支援として、相関する法律と制度について国が構築してゆくことも不
可欠である。 
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第 1 章 中国の貿易志向型中小企業が電子
商取引を行う必要性と中国B2B取引の現状 
第 1 節 中小企業が電子商取引を行う意義 
 
インターネットで貿易を行うことで、伝統的な貿易に対して比べものにならない利
点がある。市場の変化を精確に把握に、低コストで、効率的に会社内部と外部（取引
相手）の情報を流せ、経営管理の質を向上させ、大幅に物流コストと営業費用を削減
して、中小企業の市場競争力を改善できるため、大きな意義を持っている。以下では、
これについて詳しく展開しながら、中国の貿易志向型中小企業が電子商取引を行う意
義について述べていきたい。 
 
1、国際市場に機敏な対応 
中国の大型輸出入企業に対抗して、中小企業は小サイズを生かして、伝統的な取引
より、電子商取引を通して市場の変化を精確な把握できる。そして、会社内部と外部
（取引相手）の情報を低コスト、かつ効率的に流せ、経営管理の質を向上させ、大幅
に物流コストと営業費用を削減できる。 
貿易志向型中小企業にとって、海外市場の変化に迅速的に対応するために、一定の
インベントリーが必要であるが、これが、企業の資金負担にもなる。中小企業にとっ
て、情報技術をベースとした電子商取引を行い、随時的にインターネットから市場の
需要の情報を手に入れることができ、在庫管理と生産の意思決定に重大な意味がある。
これを通じて、企業のインベントリーを下げることができる。ここからいえば、電子
商取引は、特にB2Bは、より現代物流管理により適応だと思われる。原材料の購入と
生産を有機に結び付け、情報伝達及び処理システムを一体化させるのはこれからの傾
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向でもある1。これを、以下の各章で中小企業EDI2の応用問題を加えて検討しながら展
開していきたいと思う。 
 
2、コスト削減 
ネット信用などの問題を別として、マーケティング、通関手続きにおいては、電話
とファックスにより、インターネットを通して情報を交換したり、開示したり、宣伝
したりするほうが、効率的である。こうして、貿易プロセスが簡潔になり、中小企業
にとって大きなコスト削減になる。 
 まずは、売主側にとって、電子商取引を通して、マーケティングコストが下げられ
る。従来のテレビ、新聞で広告をすることに比べて、インターネット広告は形として
も内容としても多彩であるので、企業は自社の予算や商品の特性に応じて自由に組み
合わせたりすることができる。例を挙げると、2005年に、香港のHOBBYSAVE（おも
ちゃ会社）は万国商業網3でわずか人民元5元で「玩具」というキーワードを買い取っ
た。つまり、万国商業網で「玩具」を入力すると、HOBBYSAVE が検索結果の第一位
に現れる。むろん、現時点としてはそのキーワードをこんなに安価で購入できないか
もしれないが、当初万国商業網での広告戦略は、中国市場にあまり詳しくない、しか
も大資金を持たないHOBBYSAVEが中国で成功した要因の一つだと思われる。調査に
よると、同じ売り上げを10倍に上げるには、インターネット広告のコストは、伝統的
                                                        
1李艳丽（2010）「利用EDI推动中小企业参与供应链一体化」『企業経済』NO.1 2010 
2商取引に関する情報を標準的な書式に統一して、企業間で電子的に交換する仕組みである。物
流 EDI な ど 、 現 代 物 流 シ ス テ ム と し て も 幅 広 く 応 用 さ れ て い る 。
―ISO/IEC14662-2004-05-15Information technology — Open-EDI  3.1.5 Definition of 
Electronic Data Interchange (EDI)(the automated exchange of any predefined and structured 
data for business purposes among information systems of two or more parties)   
3万国商業網有限公司は、1997 年に香港で設立された電子商取引を専門とする EC 企業である。
04 年 6 月に中国大陸に進出し、上海で万国商業網有限公司(上海)(万国商業網有限公司 100%
資本)を設立した。 
5 
な広告費用の10分の1しか要しない4。買主にとって、商品自体のコストがさがり、購
入コストを大きく下げられる。そのほかに、インターネットで、買主企業は随時的に
売り手企業の新商品情報を手に入れ、サプライヤーとさまざまな提携方式で取引関係
を強固することができる。 
そして、国内貿易に比べて、国際貿易取引において必要となる各種の貿易関連書類
は、その種類が多くて、取引する毎に作成されるため膨大な量となる。また、税関の
規定により、こうした書類の多くは長期間の保存が義務付けられており5、国際取引業
者にとっては、これらの貿易関連書類の管理を効率的に実施することは、コスト面に
おいは重要な課題となっている。電子取引で、輸出者はインボイスと船積書類などの
書類を電子化して、データ処理し、輸入者や自社の海外現地法人、運送業者、通関業
者、銀行等に電送することで、契約から決済までインターネットを利用して膨大な情
報のやりとりを迅速に処理できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
4王雪静（2011） 「电子商务在中小外贸企业的应用」 『企业导报』 2011年14期 
5書類の内容としては、輸入の場合、輸入許可貨物の契約書、運賃明細書、保険料明細書、包装
明細書、価格表、製造者又は売渡人の作成した仕出人との間の取引についての書類、その他輸
入の許可を受けた貨物の課税標準を明らかにする書類である。保存期間は 5年間（輸入許可の
日の翌日から起算）。輸出の場合は仕入書及び輸出許可貨物に係る取引に関して作成し、又は
受領した書類で、保存期間は 5年間（輸出許可の日の翌日から起算）。 
参考:日本税関ホームページ http://www.customs.go.jp/shiryo/chobo.htm 2012 年 4 月 16
日アクセス  
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第 2 節 中国の貿易志向型中小企業の電子商取引の利用状況 
 
表 1 日中 B2B 市場規模の推移 
 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
2011
年 
日本の B2B 
市場規模(兆円) 
148 162 159 131 169 ― 
成長率（日本） ― 9.52% -1.19% -18% 24.9% ― 
中国の B2B 
市場規模（億元6） 
10043 15317 21480 30764 43777 60982 
中国の B2B 
市場規模（兆円） 
12.18 18.57 26.06 37.32 51.05 93.97 
成長率（中国） ― 52.5% 40.2% 43.2% 42.3% 39.3% 
出所：「平成 22 年度我が国情報経済社会における基盤整備」 (2011)経済産業省と中商情報網
http://www.askci.com/data/viewdata93105.html より作成 
図 1 中国の B2B 市場規模の成長 
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出所：上表より筆者作成 
 
                                                        
62012 年 1 月 17 日の為替レートで換算すると、 1 万億元は 12.13 兆円である。 
7 
図1及び表1は日本と中国のB2B市場の成長率を示すものである。日本に比べて、中国
としてはB2B総市場規模はまだ及ばないが、平均毎年40％以上の成長率を保ち、金融
危機の下でありながら、中国の経済成長に強い活力で大きな貢献をし続けている。そ
の中では、2011年に中国中小企業B2B電子商取引の規模が2.53万億元に達し、前年同
期に比べ36.4%と増えた。 
近年、アリババを代表にした第三者電子取引プラットフォームが中国で大成功を収
めている。それは、中国の貿易志向型中小企業の電子商取引活動の主流だと思われて
いる。電子取引プラットフォームの利用率はだんだん増え傾向がみられるが、中小企
業は自身の資金と規模の制限により、電子商取引を展開する際に、いろいろなトラブ
ルに巻き込まれている。その背後には、インフラ設備の不充分さにもかかわらず、利
用増との間に不均衡とがみられ、セキュリティ問題が現れている、以下はこれについ
て検討したい。 
 
1、中小企業自身のインフラ設備の不完全 
対外経済貿易大学は貿易志向型中小企業の 307 社を対象にして、調査した結果7、コ
ンピュターとインターネットなどの基本設備への投資は年 10 万元（約 120 万円）未満
の企業が 70％を占めている。企業当たりのコンピュター保有台数が上昇する傾向であ
り（100 人あたり 7 台、管理層一人当たりは 0.77 台で、インターネットにアクセスで
きるのは総台数の 68.4％を占めている）、E メールで取引相手とやりとりできる企業は
96.1％にとのぼっているが、ほとんどの会社は自分を展示できるという自社ウェブサ
イトを有していなく、ただ 3％未満である。 
 
                                                        
7陈欣（2009）「我国中小型外贸企业发展电子商务的 B2B 模式分析」『对外经济贸易大学学报』 
(7) 
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2、電子取引プラットフォーム利用方式の不均衡  
電子商取引に参加するには、物流システム、決済、融資、信用、ネット安全など、
そして、前述したように、ハードウェアと人材の充実が必要であり、中国の中小企業
にとって、決して容易なことではない。中国の大企業の中で、自社の販売と調達のプ
ラットフォームとして自社企業あるいは他社を含む製品の販売、中間財、部品、消耗
材の調達を行う子会社、あるいは自社部門を持つ形はみられるが、こんな実力を持っ
ていない中小企業にとって、プラットフォームのネットワーク効果を利用して、集客
の増加によって取引コストを下げ、企業の利益を増やすことが出来るので、第三者プ
ラットフォームを利用して輸出入を行うのが、時代に遅れない選択となる。  
従来、普通の電子商取引と違い、貿易志向型中小企業の電子商取引は物流、通関、
外為などといった業界とのつながりが深い。だが、輸出入に関する電子商取引産業の
発展が不均衡であるため、ほとんどの中小企業は電子取引プラットフォームで宣伝、
マッチング機能しか利用しておらず、それ以外の物流、通関、外為などの相関する業
務を利用しても、プラットフォームで登録している代理会社への依頼あるいは物流情
報と追跡だけに集中している。言い換えれば、ほとんどの電子取引プラットフォーム
は宣伝、マッチングのような機能に一番力を入れているのも事実である。 
2010 年に、アリババは同社電子取引プラットフォームを利用する貿易志向型中小企
業をターゲットにして作成した調査レポート8によると、電子取引プラットフォームを
介してサプライヤーあるいは海外購買者を捜したり、ネット広告を行ったりする企業
はそれぞれサンプルの 81％と 54％を占めている。そして、ほかの全部の業務をアリバ
バのプラットフォームで行う中小企業は 7％まで達していない。 
つまり、ほとんどの中小企業主は電子取引プラットフォームの直観で、かつレベル
の低いサービス内容しか利用していない。それに対し、電子取引プラットフォームビ
ジネスは、いまだに情報開示型に留まり、その結果、商談はオンラインで、売買はオ
フラインでという現象がよく見られるようになった。 
 
                                                        
8阿里巴巴（中国）网络技术有限公司 (2010) 「中国中小企业电子商务发展报告」  
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3、プラットフォーム・ベースの第三者決済サービスの利用は主に B2C に 
ここ数年、淘宝などのプラットフォームの個人売主数は百万人レベルに達した。ネ
ットを基盤としたサプライヤーとリテーラーによる新型のサプライチェーンの形は、
すでにできている。この背景があって、オンライン決済に対して中小企業に大きな需
要が生まれた。インターネットとモバイルインターネットの発展に伴い、次第に多く
の非銀行、非金融機関が決済業に参入し、その中で第三者決済は最も市場規模のある
主力部隊と言える。次の章で、第三者決済の代表としての「タオバオ」傘下の「支付
宝」について詳しく紹介したい。 
しかし、第三者決済のこれまでの主なサービスは、B2C と C2C 市場であった。その
業務は主にネット通販とエアチケット購入など個人オンライン消費市場に集中してい
た。それまで、第三決済会社は B2B 電子商取引の分野に介入することは難しかった。
それは、多くの企業が決済会社に対し、第三者信用機関となり、巨額の資金処理をす
るには信用不足であったこと、決済業自身 B2B 市場に担保取引を提供できないなどが
主な理由である。 
 
4、セキュリティ問題 
貿易志向型の中小企業が電子商取引を行う際に、もっとも頭を抱えているのは、セ
キュリティ問題だと言える。売買に関するやり取りが、インターネットを介した非対
面という形で行なわれる電子商取引においては、取引の相手や処理のプロセスを直接
に確認できない。このため、B2Bサイトにおいては、通信経路上のデータに対する盗
聴、改ざん9、あるいは購入の申し込みやその受理等に関しネット上で行なったやり取
りの否認10、システムヘの不正なアクセス11のため、売り手と買い手のそれぞれに取引
                                                        
9インターネット上でやりとりされるデータを不正に改ざんする行為。ネットワーク上では、悪
意を持った第三者がデータを改ざんしても、どこで改ざんされたのかを特定することは困難で
ある。そうした電子商取引の短所を悪用し、発注していない商品を一方的に送り付ける、受発
注間で発注数に錯誤を生じさせるなどのトラブルを発生させることとなる。  
10否認行為とは、インターネット上でメールを送信した事実や電子商取引における契約内容や
契約した事実等を否定する犯罪行為である。  
10 
に対する十分の注意がなければ、なりすまし12による商品の詐欺、悪徳業者による商品
代金の詐欺によるトラブルなどが発生しやすく、多くのトラブルが報告されている。 
伝統的な取引に比べて、電子商取引の安全のコントロールはより難しく、特に輸出
入に従事する企業にとって、モノの流れと電子書類の流れ（情報の流れ）の非同時性
による時間のギャップと情報の非対称性により、以上の場合で、取引相手の実態と状
況がよくわからないため、詐欺の対象になりやすい。また、電子商取引は中国でより
新しい取引方式として、一連の法律問題をもたらしている。電子商取引の法的基礎と
なる「電子署名法」13は、2005年4月にやっと実行された。また、電子商取引市場の変
化に従い調整しなければならないし、プライベート・個人情報の保護、電子商取引課
税、知的所有権の保護と量刑の尺度などに関してはまだ先進国に遅れていて、大きな
課題となっている。 
これについては、電子取引プラットフォームの運営者の立場からいうと、新たな課
題となっている。運営者たちがセキュリティあるいはプラットフォームの利用者の信
用を自分の責任として、身分の確認を取るような形でやるか、そしてEDI基準のよう
な規定を作成し、プラットフォームの利用者の信用ランキングで信用度を評価するか、
プラットフォームの経営利益とセキュリティの中でバランスを取らなければならない。
第三章では、また詳しく述べてみようと思う。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                                        
11辻秀一（2003）「電子商取引におけるセキュリティについて」『The Journal of the Institute 
of Electronics, Information, and Communication Engineers 』109-113, 2003-02-01   
12なりすましとは、電子商取引の短所を利用した犯罪で、金融機関やオンラインショッピング
事業者等を装って電子メールを送信して、偽サイトに誘導して、そこで名前などを打ち込ませ
て、個人情報を盗み出す行為を指している。 
13 2004 年 4 月 2 日、10 回の全国人民代表大会常務委員会の第 8 回の会議では電子署名の法草
案に審議して、2 度の修正を経て、最終は 8 月 28 日に「電子署名法」を通過して、2005 年 4
月 1 日に実施することを決定した。 
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第 2章 中国の中小企業向けのB2B電子取
引プラットフォーム市場 
日本の B2B ビジネスの主な実態では、業界ごとに EDI 標準メッセージに基づいて、
部品あるいは完成品の調達と販売を行うことが多く見られる。だが、EDI システムの
標準化と利便性、特に電子システムのインストール、維持とアップデートなどの高価
のコストが、中小企業にとって大きな課題である。日本発の中小企業向けの B2B マッ
チングのプラットフォーム型サイトはあるが、ほとんど業界別で、国内取引に限って
いる。こうして、アリババジャパンは日本最大の国際貿易 B2B 電子取引プラットフォ
ームになることも予測できるものである。 
 
中国の中小企業は主に電子取引プラットフォームに依頼し、複数の業界にまたがる
電子商取引を行っている。ここでは、中国の電子取引プラットフォーム市場の典型の
二社であるアリババと万国商業網を取り上げて研究する。二社とも中国の五大 B2B 電
子取引プラットフォームの成員であり、アリババは、中国で約 6 割の市場規模を持ち
続けるトップ会社であるが、万国商業網はよりグローバル化を重視して、海外拠点が
もっとも多く、そして会費徴収方式などがアリババのような主流電子取引プラットフ
ォームと違う運営方法として注目されている。 
 
第 1 節 アリババ 
1、アリババの機能と経営状況 
中国の中小企業向けのプラットフォームであるアリババ（www. alibaba.com）は、
「中国ゴールド・サプライヤー」と「誠信通」14という形のサービスを提供して、中国
                                                        
14「中国ゴールド・サプライヤー」（China Gold supplier）と「誠信通」は、両方ともアリバ
バのプラットフォームで会員として宣伝したり、マーケティングしたり、マッチングしたりす
12 
の中小企業の輸出入を支援している(図 2 を参考)。アリババの収益の構成からもうか
がえるように、主な収入としては、会員の会費、広告費とリスティングオークション
有料サービスとなり、つまり、一番中心となっている業務は、オンライン情報の提供
（売買相手のマッチング）と会員企業のマーケティングや宣伝サービスである。  
 
図 2:アリババの電子取引プラットフォーム機能  
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出所：アリババサイト（www. alibaba.com）により作成 2012 年 1 月 13 日アクセス 
 
中国 B2B と B2C のリーダーと称されているアリババは、2011 年の営業収入は 64.2
億元に達し、前年度に比べ 15.5％と増え、純利潤は 16.6％増の 17.1 億元であった。そ
の中には、国際取引営業収入（アリババを利用し国際取引を行う企業の会費などの徴
収）は 37.56 億元であり、7.3％の増であった。2011 年、国際取引プラットフォームの
登録利用者は 220 万社となり、去年と比べ 31.7％と増えた15。つまり、アリババで国
際取引を行う企業数の成長は、近年一番著しいといえよう。そして、アリババの取引
                                                                                                                                                                        
ることの優先権利を持っているが、「中国ゴールド・サプライヤー」は、アリババの国際貿易
サイトの提供しているサービスである。 
15 「アリババ 2011 年年報」アリババ公式ウェブサイトを参考:  http://www.alibaba.com/ 
2012 年 4 月 30 日アクセス 
13 
高は中国の B2B 市場規模の 60％に占め、56 兆円であった（2010 年）。 
 
2、アリババのサービス内容 
（1）アリババの主なサービスと付加サービス 
アリババの主なサービスとなっているのは（表2を参照）、中国ゴールド・サプライ
ヤーと誠信通である。ゴールド・サプライヤーは中国国内取引を行う中国企業向けで、
国際ゴールド・サプライヤーは国際取引を行う中国以外の企業向けで、中国誠信通は
国内取引を行う中国企業向けのサービスである。会員となる企業は、単に自社の情報
を掲載できるのみでなく、独自のホームページの設立やアリババ・ドット・コムの信
用ランキングシステムへの加入といったサービスを享受することとなる。アリババは
特に会員向けの付加サービス16で他社と差をつけ、電子商取引の最初の交渉から、商品
情報の掲載と決済まで、そして、取引が終わったあと、そのフィードバックが利用者
の信用性格付を介して信用システムに循環できるようなエコシステムと称されるプロ
セスが目立つ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
16 ここでいう付加サービスとは、中国ゴールド・サプライヤーあるいは誠信通を使用するメン
バーが、アリババ提供するデータ分析を享受できることである。  
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表 2: アリババのサービス内容 
サービス 内容  
ゴールド・サプライヤー  情報の公開： 
独自のホームページの作成  
買主情報を獲得できる 
同様な条件で検索された場合、表示された順位
が無料ユーザーより上位である  
誠信通 信用記録の構築： 
アリババB2Bプラットフォームにおける信用
記録を買主に公開する  
付加サービス 内容 
黄金展位  アリババB2Bプラットフォームにおける有料
広告サービス  
アリ学院  電子商取引の知識を普及し、人材の育成をサポ
ートするサービス  
アリ・ローン  金融機関と提携し、会員の融資をサポートする
サービス  
アリババ・タオバオ網商品展示会  タオバオ網に登録している売り手をアリババ
B2Bプラットフォームの登録サプライヤーに
紹介するイベントであり、B2Bプラットフォー
ムの運営効率を顕著に上げた 
物流 アリババ・ドット・コムに指定された物流業者
を利用すると費用が低くなる 
アリ・ワンワン  クリックしてすぐサプライヤーと会話でき、ユ
ーザーがインターネットでより容易且つ安全
にコミュニケーションを取るためのインスタ
ント・メッセンジャー・ソフトウェア  
出所：王艶（2010）「B2B イー・マーケットプレイス企業の競争優位の探求  ～アリババ・グル
ープと慧聡国際社の事例を通して～」『早稲田大学修士論文集』 2010 
15 
アリババでは、数万社以上のユーザーが登録している。これは、アリババの最大の
魅力であるが、情報量が膨大であるので、情報の品質自身はやや低くなりがちで、か
えって問題となる。これに対応して、アリババは傘下のタオバオ、アリペイと自社で
開発したソフトウェアなどを統合して、ゴールド・サプライヤーと誠信通だけでなく、
付加サービスを受ける会員を増やしている。たとえば、中国で5億人ユーザーを持つ子
会社のB2Cサイトであるタオバオのデータを生かしながら、データマイニング17技術を
使い、タオバオ網の買主需要とサプライヤーの供給をマッチングを行い、B2Bプラッ
トフォームを使用する中国メンバーにとって大きな参考になる。そして、毎年のデー
タを統合して、業界ごとにレポートを作成している。その中に、海外買主のキーワー
ドの検索頻度、商品別の業界の買主の購買トレンドと類似商品の購買トレンドが含ま
れ、企業にとって大きな参考となっている。 
 
（2）利用料の値下げ 
以上のサービスを提供することは、海外販路を打開したい中国の中小企業にとって
大変魅力がある。特に費用の面では、登録は無料であり、会員費としては、「誠信通」
の年会費はただ最初の 2680 元から 1680 元(約 21400 円18)になり、「中国ゴールド・サ
プライヤー」機能を使う年会費は 2008 年の 5 万元から 4 割引きで 3 万元（約 38700
円）となっている。格安政策を採用した後、特に中小企業の会員数は激増した。しか
し、資質あるいは信用の不足である企業も受け入れたため、2010 年の海外買主詐欺事
件で、アリババのセキュリティ性は問われ、大きな話題になった。次の章でも詳しく
紹介してみたい。 
 
（3）研究開発への投入 
また、アリババが創立されて以来、絶えず自社の研究開発に人も・資金もをIT技術
の革新のために投入し続けることも、検索ソフトウェアやB2Bビジネスソリューショ
ンといった独自のコア製品やサービスを創出できる要因である。アリババのアニュア
ル・レポートによると、情報検索技術、アリ・ワンワン（コミュニケーションのソフ
トウェア）、情報保存技術、サイト間情報伝達技術やアリペイというオンライン支払、
                                                        
17 データの巨大集合やデータベースから有用な情報を抽出する技術体系である。  
18 2012 年 05 月 18 日のレート（100 円＝7.82 元）に参考する。 
16 
オンライン・セキュリティ技術に及んで、毎年6～10%19の営業収入を研究開発に投資
していることが分かる20。  
そして、2009年までに、アリババが所有している子会社12社のなかで、8社がイン
ターネット関連技術研究開発をメイン事業としている。アリババ・グループの中でも、
2007年に設立されたアリソフト社や2009年に設立されたアリ・クラウド・コンピュー
ティング社が、ソフトウェア等の開発を担当している21。 
最後には、10 年以上の運営とブランディング政策で、アリババの名を中国だけでな
く、世界にも広めた。2008 年 7 月からソフトバンクから 2000 万ドルを融資され、ソ
フトバンクとの提携を始めた、その後、WTO の元幹部でゴールドマンサックスの現任
CEO であるピーター・サザーランド（Peter Sutherland）を特別顧問として雇い、世
界的なプラットフォームを目指して宣伝をしている。 
 
3、アリババの収益構成 
これは、次下の三つである。 
① 有料会員会費の徴収  
② ②広告費  
③キーワード検索優先リスティングオークションからの収入。 
その中で会員会費は、アリババの主要な収入となっている。中小企業向けであるの
で、2011 年時点では、「誠信通」の年会費はただ 1680 元(約 21400 円)であり、「中国
ゴールド・サプライヤー」22機能を使う年会費は 2008 年の 5 万元から 4 割引きで 3
万元となっている。広告費としては、広告サービスの資源が限られているので、会員
                                                        
19 2009 年の統計で、中国ハイテック型企業の技術革新への平均対営業収入比投入は 1%未満で
ある。アメリカは 4.02%で、日本は 3.98%である。 
20王艶（2010）「B2B イー・マーケットプレイス企業の競争優位の探求  ～アリババ・グループ
と慧聡国際社の事例を通して～」『早稲田大学修士論文集』 2010 
21同 20 
22 「中国ゴールド・サプライヤー」と「誠信通」は、両方ともアリババのプラットフォームで
会員として宣伝したり、マーケティングしたり、マッチングしたりすることの優先権利を持っ
ているが、「中国ゴールド・サプライヤー」は、アリババの国際貿易サイトの提供しているサ
ービスである。 
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企業向けだけとなり、年 4 万元～10 万元となっている。キーワード検索優先リスティ
ングサービスも会員企業向けであるが、アリババでの商品検索ではトップになるため
には、会員企業の信用指数あるいはランキングによるものであるので、収入にはあま
り大きな部分となっていない。 
 
第 2 節 万国商業網 
 
万国商業網は、「大中華地区」（GREAT CHINA AREA：中国語圏の大陸、台湾、香港）
の B2B サイトの先行者の一つである。1997 年香港で設立され、2004 年中国に進出し、
上海をベースにした。いまは、中国サイトでだけでなく、国際サイト(英語)、日本サ
イト(日本語)、ブラジルサイト(ポルトガル語)、メキシコサイト(スペイン語)、インド
サイト(英語)23を運営して、会員企業 100 万社以上を持っている。中国大陸地域では、
アリババより早い時点に進出していたが、発展ぶりはアリババより著しくない。ここ
で万国商業網を取り上げるのは、B2B プラットフォームとしてアリババと両方とも典
型的な運営形態で、そして、アリババに比べ、サービス費の徴収方式は下に述べるよ
うに、実効に応じるものであり、ある程度にはネット詐欺の危険を避けられるタイプ
の代表であるからだ。 
 
1、万国商業網の基本的な仕組み 
万国商業網の基本的な仕組みは、アリババと同じであり(図 3 を参照のこと)、つま
り、会員企業に対して取引の仲介サービスを提供して、取引に伴う物流とかの機能を
避けている。ただし、アリババの年会費の徴収と違い、外部から会社ページへアクセ
スする回数を数える IP 流量観測、実際の取引額などに関連させ、いわゆる「按需収費
24」の方式で、中小企業へインセンティブサービス25を提供する。そして、アリババよ
                                                        
23出所：「平成 22 年度我が国情報経済社会における基盤整備」(2011)経済産業省と中商情報網
http://www.askci.com/data/viewdata93105.html より作成 
24 つまり、前で言った外部から会社ページへアクセスする回数を数える IP 流量観測、実
18 
り、万国商業網はグローバルな展開を重視して、アリババのように対象を中国の中小
企業をサプライヤーにすることと違い、全世界の企業を受け入れている。 
 
2、会費徴収の仕方 
前に述べた万国商業網は成果主義26で会費を徴収している。固定の会費でなく、会員
企業のサイトにアクセスする実績に応じて支払うこととなる。つまり、サプライ会員
の支払いは、必要な時、必要な業務量だけが徴収対象となる。 
 
図 3: 万国商業網の電子取引プラットフォーム機能  
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出所：万国商業網サイト（www.busytrade.com）により作成 2012 年 1 月 13 日アクセス 
 
                                                                                                                                                                        
際の取引額など、実際の効果に応じて会費を徴収すること。  
25 同 23 
26 金堅敏 (2007)『中国における電子商取引企業のビジネスモデル』富士通総研経済研究所 研
究レポート NO.284，2007 
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第 3 節 その他の電子取引プラットフォーム 
 
アリババで活躍している企業の業種を言えば、機械類、化学製品から、アパレル、
食品まで全般が含まれているが、一番検索回数の多い、特に海外買主の注目している
のは、中国の中小企業が得意なアパレル、おもちゃとレジャー用品である27。アリババ
に比べて、万国商業網のように、特定の業種または何種類の業種向けの B2B サイトの
形で、あるいは大手の国有企業として、調達、販売などの目的にして、自社で B2B サ
イトを運営しているケースもある。 
表 3 には、各業種の、子会社として運営されている B2B サイトとプラットフォーム
機能の B2B サイト両方を示している。 
 
表 3:中国の B2B 専門サイト 
業種 B2B サイト 機能 
石油 中油和黄信息技術公司（中国石油天
然気集団有限公司） 
調達 
医薬 中国医薬保健品貿易公司（中国中医
保健品進出口有限公司） 
販売 
鋼鉄 宝鋼在線（宝鋼集団有限公司） 販売 
化学製品 中国化工網 プラットフォーム 
金型 中華金型網 プラットフォーム 
機械 中国機械連盟 プラットフォーム 
出所:各企業のホームページ及び中国化工網、中華金型網と中国機械連盟のホームページに
より筆者作成 
 
 
 
                                                        
27阿里巴巴参谋部（2011）「透过阿里巴巴数据看外贸需求变化」『阿里巴巴2011年中小企业外
贸需求分析报告』 
20 
前に述べてきたように、中国の電子取引プラットフォームは、主に情報開示、マッ
チングなどの機能を果たしていて、ビジネス自体の収入は、利用企業の年会費、およ
び広告、キーワード検索などの徴収となっている。そのうちに、年会費は一番主な収
益となっていて、それは、企業間の取引は、オフラインで行われているからである。
それに対して、以下では、取引のもっとも重要な物流・商流および決済の面から、電
子取引プラットフォームに基づき中国の中小企業向けの B2Bサービスはどうなってい
るのかを考察し、そして、電子取引プラットフォームビジネス運営の視点からもっと
多元化、かつ効率的なサービスを提供する道についても考えてみよう。 
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第 3 章 電子取引プラットフォームの諸問
題及び電子取引プラットフォームにおける
電子書類モデル及び電子書類標準の統一 
2010 年の一年間、アリババのサイト上の不正取引で顧客に損害を与え、苦情が相次
いだ。この事件が発表されると、同社の最高経営責任者（CEO）の衛哲氏と最高執行
責任者（COO）の李旭暉氏は責任を取って同日に辞任し、100 人近い従業員が免職さ
れた。アリババの株価にも悪影響をもたらし、投資者の利益に大きなダメージとなっ
た。この事件では、今まで中国であまり注目されていなかった電子商取引のセキュリ
ティ問題が話題になった。売買に関するやり取りが、インターネットを介した非対面
という形で行なわれる電子商取引においては、取引の相手や処理のプロセスを直接に
確認できないので、電子商取引に関するセキュリティの確保が法律だけでなく、取引
するための各種の書類の統一、そして取引相手間の契約などの約款も電子商取引の世
界に適応させなければならない。 
 
第 1 節 アリババでの詐欺事件 
1、事件の概要 
2010 年のアリババのプラットフォームに起きた詐欺の手法として、例を挙げると、
海外買主 A はある商品を緊急に輸入したいので、アリババで供給先の B を見つけ、取
引条件などを含めて合意をした。引き渡し前日に求められた頭金として 1 万元（約 13
万円）を相手の口座に振り込んだが、当日、B は商品を発送せず、A は商品を受け取
ることができなかった。その後、B と連絡も取れなくなり、サイト上の情報も削除さ
れたことから、A は騙されたことに気付いたという。 
22 
 報道によると、2010 年に発覚した不正取引・詐欺行為をした企業は 1107 社があり、
これは登録数の 0.8％にあたり、現在、これらの企業の商品紹介ページはすべて閉鎖さ
れている28。取引詐欺事件は国内外ユーザーだけでなく、アリババの信用に大きなダメ
ージを与えた。 
 詐欺事件の原因として、アリババの従業員が自身の実績と収入をアップさせるため、
詐欺の疑いのある企業に対しての調査を、故意または怠慢により、おろそかにしてい
たということをわかった29。不正取引、詐欺行為を行った企業は、「会費さえ払えば入
会できる」、つまり、アリババには、法律的効力のある入会ルールがなく、利益を拡大
するために、会員企業の受け入れに対して信用調査が十分に行われていなかったので
ある。これに対しては、アリババは利用規約で次のように定めている：  
 
ユーザーが本サイトに商品に関する情報を提供する場合は、文章または画像や映像、
写真によって商品の説明をしていただきます。ユーザーは本サイトで買主またはサプ
ライヤーのどちらか一方として、または両者として商品の情報を掲載することが出来
る。商品の説明は必ず正しいカテゴリに入れてください。当社は商品説明の正確性と
内容については一切責任を負わない。また当社は他のユーザーがサービスを通じて提
供する資料の安全性、合法性、真実性を保証いたしかねますので、本サイトをご利用
になられる際はあらかじめご理解いただきご利用ください。 
そして、免責条項には： 
 
ユーザーは、(1)サービスを利用したこと、または利用ができなかったこと、(2)サー
ビスを通じて商品、見本、データ、情報あるいはサービスを入手したり、取引の成約
によって費用を要したこと、(3)ユーザーの掲載情報とデータへの不正アクセスや不正
な改変がなされたこと、(4)サービス中の第三者による発言、送信と行為、(5)その他サ
ービスに関連する事項に起因または関連して生じた一切の損害について、当社が賠償
責任を負わないことに同意していただきます30。  
                                                        
28 新華経済網（http://www.xinhua.jp/socioeconomy/law/269851/）2012 年 5 月 23 日にアク
セス 
29 同 28 
30 アリババの利用規約（http://www.alibaba.co.jp/static/service.htm）2012 年 5 月 23 日にア
クセス 
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という免責声明がある。 
つまり、詐欺の疑いのある企業に対し司法機関には報告されていたが、報道による
と、アリババ自身としては、従業員の解雇などの対応のほかに、買主に対して賠償責
任を負わなかった。 
この事件をきっかけに、電子取引プラットフォームのセキュリティ問題が重要な課
題になり、プラットフォームの運営者として、どうやって効率的に入会する企業の身
分認証を行い、公平、かつ透明な取引環境を作るかを考えなくてはいけなかった。 
 
2、第三者認証機構に依頼する発想 
最近盛んになっている提案としては、専門の認証機構に依頼して、入会を希望する
企業の調査を行ってもらうことがある。最近は、インターテック（INTERTEK 中国
語名：天祥公司）31から、アリババの会員会社に対するレベルの高い資質認証サービス
を提供して、会員会社の信頼性の管理をコントロールする提案があった。このサービ
スは生産能力の審査と貿易能力の審査という二つの部分に分けられている。生産能力
の審査の内容には、会社の法律的な背景、生産設備、生産能力、従業員規模と組織機
能などが含まれ、一方、貿易能力の審査は、生産能力の審査を踏まえ、その会社の国
際貿易の金額、これからの展開計画などの将来性が対象となる。法人登記簿などの証
書と製品、生産設備、生産過程の写真が要求されているが、場合によって、認証機関
から審査の人が現場を見に行くこともある。 
第三者認証機関に任せるという考え方は透明性と公平性を確保するには問題ないが、
実行するにはいろいろなトラブルが予想できる。すでにアリババで登録している企業
は約20万社があり、インターテックの計算によると、前に述べた手順では、三か月で
2000社しか認証作業を行うことができないので、大きな壁となる32。他の認証会社と
提携しても、認証基準の統一化もまた問題となる。そこで、中国では、政府の力でこ
の問題を解決することが望まれるといえよう。政府により認証の機構の資質を厳格に
                                                        
31世界最大の試験認証機関であり、製品の品質・安全を検測と認証するサービスを提供する。
100 カ国以上に拠点を持ち、本部はロンドンである。  
32杨爱民（2006）「电子商务安全现状及对策探讨」『科技资讯』 2006 NO.6 
24 
定め、そして認証の基準を開示しながら、法律で認証機構の設立、権利、義務及び責
任を規定することで、認証機構の権威性と専門性を確保する。  
また、前に述べた万国商業網のサービス費の徴収の方式もアリババの参考になると
思われる。年会費のみ徴収する方法より、企業の取引金額の一定のパーセントでサイ
ト運営の費用負担を定めることで、その分を企業の入会を担当する従業員の業績に算
入するというシステムができ、不正の目的を持つ企業の入会を一定の程度に防げる。
もちろん、アリババでは、アリババの提供する決済サービスを使わなければ、取引記
録が残らす、このようなコミッション型の徴収の実行が難しいので、アリババサイト
の決済と物流の機能を整えることと併せて実現できる徴収方式だと思われる。 
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第 2 節 電子商取引に関する法的問題 
 
信用問題のほかに、電子商取引のセキュリティ問題には、また電子契約の書面性、
通信経路上のデータに対する盗聴、改ざん33、なりすまし34、購入の申し込みやその受
理等に関しネット上で行なったやり取りの否認35、システムヘの不正なアクセスなど、
インターネットの技術面の安全問題、そして、プライベート・個人情報の保護、電子
商取引の課税、知的所有権の保護などに関しては、中国はまだ先進国に遅れていてい
ると言える。次に、アメリカ、日本などの先進国を参照にしながら、中国の電子商取
引に関する法整備と課題について検討したい。 
 
1、電子契約に関する法律 
B2Bにおいても、B2C、C2Cにおいても、売買に関するやり取りが、インターネット
を介した非対面という形で行なわれ、取引の相手や処理のプロセスを直接に確認する
ことができない。しかも、契約が紙ベースでおこなわれないなどのインターネット取
引特有の電子契約の効力問題が生じる。そこで、電子契約をめぐって生じる紛争を解
決する法律は大変重要となっている。中国で、現在の解決方法としては、現存の契約
法を基準にして、電子契約のルールとして適用させているが、電子契約専門的な法律
を制定するには、時間がかかると思われる。 
 
（1）法律で電子契約の有効性を定める。 
電子データメッセージで情報交換を行う電子商取引では、書面を利用しない電子契
約の有効性の問われることがある。国連国際商取引法委員会36の1996年の電子商取引
に関するモデル法（UNCITRAL Model Law on Electronic Commerce）においては、第
                                                        
33同 9 
34同 10 
35同 12 
36国際連合国際商取引法委員会（United Nations Commission on International Trade Law、略
称 UNCITRAL）は、国際商取引法の段階的な調和と統一の促進のため、1966 年、国際連合総
会によって設立された、国際連合の組織（総会の補助機関）である。 
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6条で、データメッセージに含まれる情報が後に引用することができる状態で保存され
ているときは、データメッセージの状態にあることでよいとして、書面化を求めてい
ない。 
日本の電子契約法においては、電子契約は「電磁的方法により電子計算機の映像面
を介して締結される契約」とされ、書面性を求めない。アメリカの1999年7月に公表さ
れた統一電子商取引法（the Uniform Electronic Transactions Act; UETA）でも、書面
性を求めておらず、電子署名に手書き署名とおなじ効力を認めている37。 
中国で、電子契約にかかわる法律は「契約法」の第33条である：インターネットあ
るいは通信で契約を締結する場合は、当事者が契約成立前に確認書を結ぶことが要求
でき、確認書を取り交わすことで、契約の成立が法律上に認められる38。ここで、契約
成立前に確認書を取り交わす際には、伝統的な署名又は捺印が必要であることは明ら
かである。契約成立前に確認書を結ぶことが要求できるというのは、当事者はネット
で交渉して、合意ができても、署名捺印をして書類を郵送しなければならなく、確認
書を結ばないなら、契約法の管轄範囲にならないことを意味している。ネット取引の
安全をある程度には確保できるが、かえってインターネットの利便性を失うことにな
る。つまり、契約法は、電子署名による効力性の課題を当事者に任せることになり39、
先進国の経験を参照して、法律で電子署名の概念を明確にし、伝統的なサインと同じ
効力を賦与させなければならない。 
 
（2）電子契約をめぐる紛争の管轄権の決め方 
B2B取引、特に国際的なB2B取引においては、電子契約をめぐる紛争が生じると、国
際裁判管轄権が大きな問題となる。 
これに関しては、アリババの利用規約では基本的にアリババは責任を取らないこと
である： 
 
取引の際、買主ユーザーとサプライヤーユーザーの両者は本サイトを通じて、明確
にオファーまたはカウンターオファーをして、お互いに協議、取引を完了させる。特
                                                        
37 木棚照一（2009）『国際取引法』成文堂 P.288 
38 「中華人民共和国契約法」1999 年 3 月 15 日に、第 9 届全国人民代表大会で通過された。 
39栗旭峰（2006）「电子合同法律效力的认定」『渝西学院学报』 2006.7 VOL.4 
27 
別な状況（たとえばオファー提出後、その商品説明を根本的に改めたり文章の訂正を
した場合、または取引関係者の身分などを証明できない場合）を除いてオファーとそ
の受諾を一切撤回できない。  
そして、当社は、取引に起因するユーザーの紛争に一切関知しない。もしユーザー
が他のユーザーまたはその他の第三者と紛争を起こした場合であっても、当社は一切
関与せず、また一切の責任を負わない40。  
 
つまり、中国の電子取引プラットフォームとしては、当事者同士の協議に任せるこ
ととなる。国ごとにルールは異なるが、まず日本としては、日本の裁判管轄約款によ
り紛争解決の管轄の合意が存在するときはその合意が有効とされるが、契約に管轄約
款が存在しない場合は、被告住所地の管轄となる。アメリカでは、管轄約款がない場
合は、「ロング・アーム法」があり、裁判所が長い腕を伸ばして州外あるいは国外の
被告を裁判所に引き込むということである41。 
ヨーロッパは、1968年のブラッセル条約42（The Brussels and Convention on 
Jurisdiction and the Enforcement of Judgments in Civil and Commercial Matters）及
び1988年のルガノ条約43（Lugano Convention on Jurisdiction and the Enforcement of 
Judgment in Civil and Commercial Matters）で、被告住所地管轄が原則であることを
規定した44。  
中国の相関する法律としては、「契約法」により、まず電子契約の成立地と履行地
を確認しなければならなく、しかし、インターネット取引では、契約の成立地と履行
地の詳しい確認は難しい。中国では、ほとんどの解決法は、事前にウェブ電子契約モ
デルに管轄約款を設置し、当事者は訴訟管轄の裁判所をクリックすることで約束する
                                                        
40 同 37 
41 同 37 
42 ブラッセル条約は、正式には「民事及び商事事件における裁判管轄及び裁判の執行に関する
条約」と呼ばれ、裁判管轄の規則を統一し訴訟競合を予防することにより、経済効率を高め、
市場の統一を促進するため、1968 年に欧州連合（EU）の加盟国により締結された条約である。 
43 ルガノ条約は、正式名称はブラッセル条約と同一であり、内容もほぼ同一である。この条約
は 1988年に EFTA の加盟国のうちリヒテンシュタインを除く 6か国との間で締結された。EU・
EFTA の非加盟国がこの条約に加入することも可能であるが、ポーランドが EU 加盟前にこの
条約に加入した一例を除いてはそのような事例はない。  
44 同 32 
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ことである45。原則的には、被告住所地は管轄地であるが、渉外訴訟の場合は、被告が
中国における住所がない場合は、契約の成立地、履行地と訴訟標的の所在地あるいは
被告の代表者駐在地の裁判所は管轄機関である。そして、民事訴訟法46の24.25条では、
渉外民事訴訟は国際条約を優先させるという原則もある。もし海外裁判所も中国の裁
判所も管轄権を出張する場合は、つまり、一方の当事者は海外裁判所に、一方の当事
者は中国の裁判所に訴訟を提出すると、中国の裁判所は訴訟を受け入れる。判決後、
中国における海外裁判所の判決の執行を拒否することができるという海外裁判所管轄
権の不当拡張に対抗する規定がある。 
しかし、電子契約管轄権を決めるには、伝統的な契約法の契約の成立地、履行地原
則はまだ不十分なのは明らかである。アメリカなどの先進国ではそれぞれ新しい法律
で、電子契約の成立地、履行地を推定するやり方を規定しているが、具体的には、1996
年の電子商取引に関するモデル法の規定により、データメッセージの発信地と着信地
で定められる47。 
 
以上に述べるように、中国ではあくまでも「契約法」に基づくこととなるが、実際
のところ、インターネットの特性により、ただ契約の成立地、履行地と訴訟対象の所
在地で管轄地を決まることは難しくて、電子取引プラットフォームにおける国際B2B
ビジネスを行う中小企業にとっては、紛争が起こると、海外訴訟の場合は、専門的な
法律と条約への理解が不足におり、そして、多大な訴訟コストが負担できないため、
ほとんどの場合は敗訴に終わる。したがって、専門的な電子契約法を制定して、抵触
法、「最小限の関連」などの基準を参照し、当事者協議の視点も加えながら改善する
ことが、中小企業にとっては望まれている。 
 
2、知的所有権の保護 
インターネット時代の到来は、伝統的の知的所有権の保護システムに大きな挑戦
                                                        
45 齐恩平（2004）「电子合同争议的司法管辖权研究」『法学杂志』 2004 年 第 25 卷 
46 1991 年の全国人民代表大会から、現行の民事訴訟法が施行された。 
47贾九斌（2004）「借鉴美国立法经验完善我国电子商务法律体系」『黑龙江省政法管理干部学
院学报』No. 5 2004 
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をもたらしている。著作権を例として、ネット上の作品のデジタル化、公共化と無
国境化といった新しい特性で、いったんネットで公開された以上、ダウンロード、
コピーと転送は権利人にとって把握しにくくなり、自分の作品は誰が、どこにおい
て、どのように使用されているかが分かりにくく、侵害されても裁判所では立証し
にくい。 
（1）ネット上の知的所有権侵害は主として二種類に分けられるが、まずは、トレー
ドマークを巡る問題で、トレードマークのドメイン名48の不正登録、他人のトレードマ
ークで電子掲示板あるいはプラットフォームで宣伝したり、販売したりする行為があ
げられる。 
トレードマークのドメイン名の不正登録とは、他人の商標あるいは企業名称をドメ
ン名にネットで登録することである。これに対応して、1997年から実施された「中国
インターネットにおけるドメイン名登録管理弁法」でドメイン名の不正登録に関する
規定が出された。そして、電子掲示板上の商標侵害とは、ネット上において重要な交
流方式としてのBBS（電子掲示板）で、運営者はトレードマークの保有者の同意を得
ないまま、利用者に注目されるため、そのトレードマークをBBSの名を宣伝する行為
である。 
（2）また、ネットを介した著作権侵害問題が今の中国で最も注目されている問題と
なっている。著作権者の同意を得ないまま権利者の出版物をデジタル化して、ネット
上にアップロードしたりし、あるいは許可を得ずにネット上の作品をダウンロード及
び転送と、ソフトウェアの盗用などがあげられる。最近は、日本（村上春樹や東野圭
吾等の小説や漫画を権利者に無断で電子化した海賊版の販売）においても中国（海賊
版の小説の無料ダウンロード）においてもアップストア（app store）に起きた著作権
侵害事件があり、ダウンロード回数は 180 億回を超えるアップルストアを代表として
のスマートフォンやタブレット PC などの携帯情報端末をターゲットとしたプラット
フォームの知的所有権問題がまた新たな話題になっている。 
（3）世界でもっとも影響力を持っている国際貿易組織の一つとして、WTO は知的
所有権に注目して、TRIPS協定を作成した。TRIPS協定は、知的所有権の貿易関連の
                                                        
48 ドメイン名 (domain name) は、コンピュータネットワークにおいて個々のコンピュータを
識別する名称の一部である。ドメイン名を使用する権利は、一番初めに申請した者に与えられ
る。世界中で絶対に重複しないようになっている。通常、IP アドレスとセットでコンピュータ
ネットワーク上に登録される。 
30 
側面に関する協定（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual Property 
Rights）は、1994年に判定された条約の付属文書、すなわち協定である。伝統的な知
的所有権保護は中心であるが、TRIPS協定の内容には、知的所有権保護の最低基準（た
とえば、商標の場合は、「視覚で認識できること」を商標の登録条件としている。著
作権の場合は、作者の「精神上の権利」を保護の除外にする）を規定し、電子商取引
に適用できることを明示して、電子商取引に関する知的所有権保護の重要な保障とな
っている。 
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第 3 節 電子取引プラットフォームにおける取引プロセスモデルと
取引書類の仕様標準の統一について 
 
電子プラットフォームで取引する売主や買主としての貿易関係者は、後述のとおり、
発注時点から代金の決済が行われるまで一定のプロセスでメッセージ交換の手順と利
用方式が定められている。 
B2B 取引、特に国際取引の場合には、受発注、契約と輸出入に関する書類は種類が
多く、プロセスがより複雑である。B2C 取引のように画面に示される商品にクリック
することで発注となり、決済方式も画面にクリックすることで希望でき、その後で契
約が成立すると認定され、売主は買主の登録しているアドレスに契約商品を送付して、
買主はネット銀行あるいはコンビニ支払などで決済をして、取引が完成する。以上の
B2C の取引方式と違い、B2B 取引は以下の状況である。たとえば、プラットフォーム
で商談をして、受発注をするが、どんな時点で、そして、どんな手順で契約が成り立
つと認定されるか、プラットフォームにおいて、申込書、見積書と契約書などは統一
される仕様は定められているかという一連の課題を解決しなければならない。ここで
は、アリババの取引プロセスを例にして、国連のモデルと規定（United Nations Layout 
Key for Trade Documents と国連 CEFACT の Business Requirement Specification）な
ども参考にしながら検討してみよう。 
 
1、アリババのシステムにおける取引プロセス 
まずは、アリババのシステムにおける取引プロセスを説明する。 
図4に示すように、アリババで取引を希望する企業は営業実績、信用度などの確認か
ら、取引が終わった後、互いに評価し合い、ランキングを付けるまで、アリババのソ
フトウェアと技術をベースにして完結するビジネスのプロセスを管理する。丸印には、
アリババでのサービスの内容で、四角の中にはサービスの機能が示されており、円柱
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に入っているのはアリババの提供しているソフトウェアあるいはシステムである。  
図4：アリババのシステムにおける取引プロセス  
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出所：アリババサイト（www. alibaba.com）より作成 2012 年 5 月 13 日アクセス 
 
企業は、まずアリババのメンバーに登録して、年会費を支払い、誠信通というサー
ビスの会員となる。誠信通は、企業に提出してもらう営業証書（日本の場合は、法人
登記簿）などの証明書に基づいて信用度を評価され、データベースで登録するサービ
スである。 
商品の情報をアリババのシステムに検証（たとえば、商品の仕様書を元に、商品情
報が間違いないと判断したりする）してもらい、プラットフォームに開示できるよう
にする。 
買主と売主はメンバーとして、アリババのシステム上に独自のアカウントを持ち、
アリ・ワンワンという即時コミュニケーション・ソフトウェアで商談して、希望商品
の価格、数量と納期などが決まる。 
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配送先などの情報がシステム上で売主のアカウントに送信され、これらの注文内容
の確認プロセスを経て受発注プロセスが完了する。小口、低金額の取引の場合は、B2
C の取引プロセスと類似して、注文内容の確認プロセスが終わってから契約が成り立
つことと思われる。これに関しては、 
 
取引の際、買主ユーザーとサプライヤーユーザーの両者は本サイトを通じて、明確
にオファーまたはカウンターオファーをして、お互いに協議、取引を完了させる。特
別な状況（たとえばオファー提出後、その商品説明を根本的に改めたり文章の訂正を
した場合、または取引関係者の身分などを証明できない場合）を除いてオファーとそ
の受諾を一切撤回できない。  
 
というアリババの取引規約があるが、正式的な見積書、発注書と契約書などが作成
してもらえなく、契約などに関する紛争が起こる場合には、アリババは免責となって
いる。 
そして、決済においては、アリペイを使うことができ（第三章のアリペイ決済の仕
組みを参照のこと）、商品が買主に届くと、アリペイに買主が預けた資金を商品代金
として売主のアカウントに振り込まれる。 
しかし、アリババで扱われているのは B2B 取引で、ほとんどの企業は、アリババプ
ラットフォームを商談が終わるまで利用して、そのあとのプロセスは、アリババのシ
ステムを離れて行うことである。つまり、希望商品の価格と数量が決まると、企業は
自分で見積書、発注書と契約書などを作成して、決済方式も商談して決められる。そ
れは、B2B 取引においては、プロセスがより複雑で、アリババの提供している取引プ
ロセス管理はあくまでも B2C モデルであり、正式的な見積書、発注書と契約書などが
作成してもらえないし、 決済方式としてのアリペイは、小口資金にしか適用されてい
ないからである（前述のアリペイの決済サービスを参照のこと）。 
取引が終わった後には、ランキングシステムの機能を利用して、取引当事者は相手
を評価して、その個別の取引に関するフィードバックはアリババのシステム上のデー
タベースに保存され、そして、誠信通での評価にも参考にされる。フィードバックの
正確性を保証するために、利用規約には 
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ユーザーは、情報のフィ－ドバックの正確性を害するようなアクションを取っては
ならない。このアクションとは、たとえばユーザーが２つ目に取得した会員 ID または
第三者を利用して、自分に肯定的なフィードバックを残させたり、他のユーザーに否
定的なフィードバックを残したり、または他のユーザーが取引範囲以外のアクション
を履行できない場合、悪質なフィードバックを残すことなどが、これにあたる。  
 
と規定されている。 
以上に述べたアリババでの取引プロセスは、Buy-Pay-Ship という手順で、国連モデ
ルの Buy-Ship-Pay というビジネス・サイクルと違う。以下は、企業間取引で交換され
るデータの統一について、国連の規定をみながら、プラットフォームビジネスへの参
考となるかどうかを考えてみる。 
 
2、取引に関する書類の書式――国連のモデルと比較 
アリババのインターネット・コミュニティ（メンバーが集まって情報・感想交換を
行う BBS→Bulletin Board System である）で推薦されている各書類のフォーマットが
あり、企業にとって一定の参考となっている。Quotation の例を挙げると、図 2（P．1
2）に示すように、売主情報、商品の数量、価格など商品の情報と FOB、CIF、CFR、 
DDU といった取引方式49が書き込まれる 
 
（1）国連 United Nations Layout Key for Trade Documents の標準モデルについて 
図 6 は、国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の Offer/Quotation
と Order の標準モデルである。 
アリババに推薦されるフォーマットの内容（図 5）に比べて、商品原産地、積上げ
                                                        
49FOB、CIF、CFR、DDU といった取引方式とは、インコタームズ (Incoterms) と呼ばれ、国
際商業会議所 (International Chamber of Commerce: ICC) が制定した貿易条件である。1936
年以降制定されているが、改正を重ね、最新版 (Incoterms2010) は 2011 年 1 月 1 日から発効
した。 
貿易取引における運賃、保険料、リスク（損失責任）負担等の条件に関する売主と買主の合
意内容について、国によって用語の解釈に不一致があると貿易が円滑に行われないため、国際
的に統一的な定義を取り決めたものである。 
35 
地と目的地などの情報も要求される。また、取引通貨と数量、単価、総金額、納期、
運賃、包装費などが含まれる。そして、Offer/Quotation については、Documents  
which, with a view to concluding a contract, sets out the conditions under  
which the goods are offered という定義も出されるよう、各種の書類の本質を規定し
ながらモデルを作成するので、中小企業と電子取引プラットフォーム運営者にとって
いい参考となる。 
 
図 5: アリババのインターネット・コミュニティで推薦される Quotation のモデル 
 
出所：アリババのインターネット・コミュニティ（http://club.china.alibaba.com/）2012 年 5 月 24
日アクセス 
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図 6：国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の Offer/Quotation の標準モデル 
 
出所：United Nations Layout Key for Trade Documents：Guidelines for Application 
2002 
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図 7：国連(United Nations Layout Key for Trade Documents)の order の標準モデル 
 
出所：United Nations Layout Key for Trade Documents：Guidelines for Application 2002 
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（2）データの統一業務要件仕様書：Business Requirement Specification に関して 
20世紀の70～80年代から、通信・運送技術およびデータ処理技術の急速な進歩に伴
って、欧米を中心に貿易書式の電子化が進んできた。貿易拡大により，貿易関係書類
の種類が増え，しかも不統一であることが貿易取引の円滑な履行を妨げ，コスト増を
招くことになる。売買相手の交渉・物流会社との交渉・税関との交渉における書類（信
用状、送り状、船荷証券、原産地証明書など）は、30種類以上50にわたっている。こ
れに基づくデータ交換は、紙ベースで処理すると、大変時間がかかり、しかもミスを
犯すチャンスが増えてくる。 
アメリカは 1999 年から、税関に通関手続きを EDI で行うことを要求し、通関書類
の電子化に努力し始めた。日本は、年々増大する輸出入申告を適正かつ迅速に処理す
るため、輸出入・港湾関連情報処理システムである NACCS51の導入・地域拡大を行い、
現在、輸出入申告の約 98％を電子的に処理している。また、NACCS は輸出入関連業
務52のほか、これに関連する民間業務53も処理できる54。 
そして、次の図は、各先進国の貿易のペーパーレス化の状況を示している。図によ
ると、韓国、シンガポール等においては、入力代行業を育成し、電子申告の義務付け
を行っている。一方、欧米諸国では、電子申告の義務化は行わず、電子申告と書面申
告との併用を認めている。なお、EU は、2013 年施行予定の新関税法において電子申
告の義務化を予定している。 
 
 
 
 
                                                        
50 Robert M. Mulligan. （1999）『EDI in foreign trade: a perspective on change and 
international harmonization.』 Logistics Information Management. Bradford: P. 299 
51 NACCS（ナックス）とは、国際貿易における、通関及び輸入の際の関税の納付などを効率的
に処理することを目的に構築された、税関官署、運輸業者、通関業者、倉庫業者、航空会社、
船会社、船舶代理店、金融機関等の相互を繋ぐ電子的情報通信システムである。正式名称は、
輸出入・港湾関連情報処理システム（Nippon Automated Cargo And Port Consolidated System）
である。 
52 輸出入関連業務:関税手続、入国管理手続、食品衛生手続、検疫手続、植物検疫手続、動物
検疫手続、貿易管理手続、空港・港湾手続に関する業務である。  
53民間業務：貨物管理業務、船積指図業務、船積確認事項登録業務などである。 
54 関税・外国為替等審議会 税関分科会（2011）『通関関連手続きの電子化の現状と将来におけるペーパ
ーレス化の展望―通関関連手続きの電子化に向けた取り組みについて』 
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図 8：各先進国におけるペーパーレスの状況 
 
出所：関税・外国為替等審議会 税関分科会（2011）「通関関連手続きの電子化の現状と将来における
ペーパーレス化の展望―通関関連手続きの電子化に向けた取り組みについて」 
 
EDI に関しては、国連の電子商取引におけるデータの統一業務要件仕様書の BRS が
ある。BRS とは（正式名称：Business Requirement Specification）、国連 CEFACT55
が開発する EDI など電子ビジネスのための標準メッセージ開発において、作成と保管
が義務付けられている文書である。国内取引や国際貿易をより円滑なものにするため
にビジネスプロセスをできるだけ簡素化し、データ項目も繰り込んで、余計な情報交
換の無駄を省いて、統合するものである。そして、2001 年にインターネットを基盤と
する次世代 EDI 標準を定め、その中に、「コア構成要素技術仕様」56があり、インタ
                                                        
55UN/CEFACT(United Nations Centre for Trade Facilitation and Electronic Business,貿易圏簡
易化と電子ビジネスのための国連センター)は、国際連合の下位機関であり、商取引や貿易の促
進を目的として世界規模で活動している。  
56 「コア構成要素技術仕様」とは企業間電子ビジネスを遂行する上で核となるビジネス情報項
目の定義手法を規定する仕様である。 
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ーネットビジネスの取引書類の「共通辞書」を作った。B2B 取引においては、「受発
注」「出荷納入」「請求支払」など、電子取引の核心となるデータがインターネット
を通じて異なる企業のコンピュター間で交換されるため作成されるものである。たと
えば、「注文書」には、注文する「商品情報」「数量情報」「単価情報」とともに、
「買主情報」「売主情報」も記載されるべきだと規定される。 
これらは、EDI のために設計されるものであるが、電子取引プラットフォームの運
営者にとって、もしプラットフォームのシステムにこのような項目を参考にして標準
メッセージを導入すると、自動的に各種の書類が発行できるようになり、優れたビジ
ネスモデルにもつながる。 
 
3、電子取引プラットフォームにおける電子契約モデルについて 
実は、最近に提案された考え方として、電子取引プラットフォームにおける電子契
約モデルの提言がある。ここでいう電子契約モデルは、電子取引プラットフォームの
運営者がプラットフォームにおける取引の商品とサービスの特性により、電子契約の
フォーマットを作成するのである。まずは、プラットフォーム上の取引類型を商品か
あるいはサービスかに分け、次は、また業界、商品ごとに細分して、それぞれの特性
によって電子契約のフォーマットを作成して、商品そのものの情報のみでなく、当事
者の責任、義務と紛争が起こった場合の管轄地などに関する約款も定めている。これ
は、契約法を参照にしているが、中国では契約法が 15種類に取引類型を分類しており、
基本的には電子取引プラットフォーム上の商品も含まれている。こうして、電子契約
のフォーマットの作成は法律的な根拠がある。 
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図 9：電子契約フォーマットの発想 
バイヤー
電子取引プラット
フォーム
セラー
電子契約記録
システム
国あるいは
国の工商機関
電子契約テンプレートの発想
 
出所:刘奇 （2011）「推行电子合同示范文本 创新网络交易监管方式」 『监管执法』 2011-8 
 
このような電子契約を結ぶ流れとしては、取引相手の間に取引の意思が一致したら、
電子取引プラットフォームに依頼して、取引当事者の基本情報、取引時間、商品の情
報、両方の権利、義務、そして物流方式と費用の負担、紛争が起こると管轄権問題と
違約責任、賠償約款などの内容に基づき、ソフトウェアで電子契約記録システムに登
録され、自動的に契約が作成される。双方の合意に応じて修正することができるが、
いったん最終の契約が成り立つなら、修正できないことにして、最後にはプラットフ
ォームの電子契約記録システムにファイリングする（図 9 を参照）。こうして、電子
契約の内容の完備性と追跡性が備わるようになる。 
もちろん、電子書類のフォーマットはプラットフォームの運営者に大きな挑戦とな
り、特にアリババのような幅広い商品群を持ち、しかも、取引者数の膨大なプラット
フォームにとって、実現しにくいとも言えよう。だが、中国化学網などのような専門
的な B2B サイトにとっては、契約などの書類をフォーマット化するのはより簡易であ
り、その運用がもっと望まれている。 
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第 4章 B2B電子取引プラットフォームの決済
と物流機能―アリババの決済及び物流を先
進国との比較 
アリババはわずか創業 3 年間に中国でトップのプラットフォームになり、中小企業
の国際 B2B 取引の窓と称されるようになる。商取引は商流、金流と物流からなってい
る。しかし、実際には、アリババが提供しているサービスは情報の交換とマッチング
だけであり、決済としては、B2B に適応されにくいアリペイはあるが、物流について
は、アリババにとってまだ触れていない領域と言えよう。この章では、アリババを例
にして、B2B 電子取引プラットフォーム決済と物流機能について検討してみよう。 
 
第一節 決済 
 
まず、決済の面としては、いま中国のネット決済のもっとも発展の速い「支付宝」
アリペイについて説明するが、アリペイのような第三者決済機関は主に B2C の世界に
使われているので、これから、第三者決済機関の B2B ビジネスの応用についても検討
してみよう。 
ここ数年、ネット販売が盛んになり、淘宝などの B2C プラットフォームの個人売主
数は百万人レベルに達した。2004 年にアリババグループにより設立されたアリペイ 
(www.alipay.com)は中国最大のインターネット決済サービスである。2010 年 12 月、
同社はユーザー数(個人と会社)が 5.5 億人を超え、一日の取扱い件数が 850 万件、取
扱高は 25 億元（約 340 億円）に達成したと発表した。 
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1、アリペイ の仕組み 
アリペイ の仕組みとしては、図 10 に示すように、売主は買主からオーダーをもら
い、買主は代金をアリペイに預ける。商品の品質、数量などを確認したら、買主から
アリペイに代金を支払うという指令を出し、代金はアリペイから売主の口座に振り込
まれる。こういう流れで、買主は商品を金の決済完了前に商品を受け取ることができ、
一方、売主にとって、アリペイに預けた代金の返済の要求があっても、売主ときちん
と交渉しなければならないので、このような第三者決済機関に預けることで、代金未
回収リスクを回避することが可能になる。 
 
図 10:「支付宝」アリペイの仕組み 
①オーダー
B（売手）
支付宝（ALIPAY）
浙江省建設銀行と提携
③商品を出荷
C（買手）
②商品代金を支
付宝に預ける
④商品が届き、品質
などを確認して、
支付宝にBに支払
うという指令を出
す
⑤Cの指令を受
け、Bに代金を
支払う
支付宝の仕組み
 
出所: アリババホームページ(www.alibaba.com)により筆者作成 
 
アリペイは、Visa や MasterCard を含む中国国内の 65 カ所の金融機関と業務提携を
して、50 万以上の中国企業に決済プラットフォームを提供している。中国の銀行でネ
ット口座を開設し、あるいはクレジットカードを持ち、アリペイで登録すれば、決済
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することができるようになる。しかし、ここで説明しなければならないのは、アリペ
イ自身は、アリババの子会社として、金融機関ではない。というのは、企業間の資金
を管理するだけで、その資金の中身に関しては（たとえば、どの取引にあたるか、取
引相手はだれなのかなど）はアリペイの責任ではなく、ただ資金のクリアリングハウ
ス（Clearing House）である57。 
 
2、アリペイの国際決済機能—J-PAYMENT を例にして 
J-PAYMENT は、世界中のサプライヤーに対して、中国の消費者に直接販売するた
めのオンライン決済サービスを提供している。日本では、J-PAYMENT 株式会社と提
携して、図 11 に示すフローで取引している。つまり、タオバオ国際サイトを介して、
アリペイと J-PAYMENT の国際決済機能を利用して、中国国内のアリペイの決済の流
れと同じような決済の流れで行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
57クリアリングハウス（clearing house）とは、複数の情報システムを中継し、様々な形式のデ
ータを相互に利用できるようにするための仕組みのことである。  
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図 11:アリペイ国際決済フロー 
①セラーにオーダー
B（日本セ
ラー）
支付宝（ALIPAY）
J-PAYMENTと提携、
J-PAYMENTは国際決済
を済ませ
③商品を出荷
C（中国人バ
イヤー）
②商品代金を支
付宝にRMB元
で預ける
④商品が届き、品質
などを確認して、
支付宝にBに支払
うという指令を出
す
⑤ J-PAYMENTか
ら日本円で代金
をもらう
タオバオ
の国際サ
イト出店
J-PAYMENTと
契約を結ぶ
 
出所: J‐PAYMENT 株式会社ホームページ http://www.j-payment.co.jp/より筆者作成 2012 年 4 月
30 日アクセス 
 
3、アリペイの限界 
実際には、アリペイを代表にして、中国の第三者決済のこれまでの主なサービスは、
B2C 市場であった。その業務の重点は主にネット通販とエアチケット購入など個人オ
ンライン消費市場に集中していた。それまで、第三決済会社は B2B 電子商取引の分野
に参入することは難しかった。 
それは、まず、多くの企業、特に海外の企業が決済会社に対し、第三者信用機関と
なり、巨額の資金処理をするには信用不足であったこと、第三者信用機関自身は58B2B
市場に担保取引を提供できないというのが主な理由である59。次は、アリペイのような
                                                        
 
59 李静（2011）「面向无纸贸易的 B2B 在线交易协同管理研究」『武汉理工大学金融学院 2011
年硕士毕业论文』 
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第三者信用機関を使い、資金を預ける形では、資金の振り替えに不便をもたらし、特
に取引時間の長い場合は、コスト面には損となりがちである。 
 
4、中国現有の B2B ネット決済方式 
中国現有の B2B ネット決済方式としては、商業銀行と第三者決済機関の提携の形を
主としている。すなわち、商業銀行が第三者決済機関と提携して、当商業銀行の口座
を持つ企業向けネット決済サービスを提供する。2009 年から中国工商銀行を含め、今
は B2B ネット決済サービスを提供する銀行は 9 社になっている。中国工商銀行を例に
して、中国の第三者決済機関“首易信”と提携しているが、サービス対象は中国工商
銀行の口座所有者のみとなっている。つまり、取引相手両方とも銀行の顧客でなければ、
決済は成り立たない。 
そして、この B2B ネット決済方式のもう一つの欠陥としては、資金流とオーダー、
契約内容などの情報流とが同時性を欠くという非対称性である。簡単な例を挙げると、
売主は B2B ネット決済プラットフォームを通じて、違う買主からの代金を区別するた
めに、前もって、“.02”、“.05”などなどのようにフッターを決める。しかし、B2C、あ
るいは C2C 決済にはありうる方式であるが、金額の大きい B2B 決済にとっては非常に
不便である。企業は税関あるいは政府に貿易取引に関する申請の手続きをして、銀行
で決済だけを済ませるが、銀行としては当該取引の税関、税務などの部門での通関と
納税状況を把握できないので、貨物と代金が分離して、脱税、不正資金浄化などが起
きやすい。 
このため、中国の B2B プラットフォームにとって、決済サービスを提供するために
は、取引の情報、物流の情報を同期化して、統合しなければならない。また、次の
TradeCard という B2B 取引プラットフォームの運営方式を参考にして、プラットフォ
ームにおける信用保険の導入についても検討してみよう。 
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5、アメリカのトレードカード(TradeCard)会社の事例 
TradeCard はニューヨークをベースにして、サプライヤーとメーカーに向け、注文、
工場生産と決済のサービスを一貫して提供するグローバルなプラットフォームである。
小売流通業、サプライヤーとその貿易相手の貿易取引とサプライチェーン管理の解決
案を提供して、コスト及びリスク削減と取引周期短縮を特徴にしている。 
 
（1）トレードカードのサービス内容 
表 5 に示すように、計画の段階に、Advanced Collaboration ソフトウェアで、供給
プランと原材料管理を行い、小売流通業、サプライヤーとその貿易相手の交流を促進
できる。Factory Xpress は梱包、スキャンと出荷の解決案を提供して、工場作業の効
率を上げられる。Procure to Pay という決済サービスで、貿易取引銀行間の決済を担い、
原材料購入と決算までの金融処理を自動的に行う。TradeCard 決済サービスの特徴と
しては、フランスの信用保険会社 COFACE と提携して、取引代金の支払を保証する。 
（2）トレードカードの信用保険付け機能 
COFACE グループは、1946 年に設立され、1994 年から完全に私有化が実現して、
今は世界トップの貿易信用保険会社となっている。90 年代からグローバル展開をはじ
め、1992 年に“信用連盟”（Credit Alliance）という信用情報システムを設立して、今
は 99 カ国で信用保険と信用情報の管理に従事している。COFACE グループは世界三
大信用保険会社（ほかの二社は Euler Hermes60と HDI-Gerling グループ61）の一つで
あり、三社は世界信用保険市場の四分の三を占めている。 
 
 
 
 
 
                                                        
60 ドイツの金融大手のアリアンツのグループ企業である。ユーラーヘルメスグループは世界
50 カ国に 6000 人超の社員を有し、世界の信用保険市場で最大手で、ユーロネクスト・パリ証
券取引所に上場している。 
61 HDI-Gerling Industrie 保険会社は、ドイツで第三の規模をもつ保険グループ Talanx の一員
である。 
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表 5：トレードカードのサービス内容 
 サービス名 内容 
計画 
(plan) 
Advanced Collaboration 原材料マネージメント 
供給計画 
確認・発注(confirm 
& order) 
Procure to Pay 
Advanced Collaboration 
パーチャス・オーダー管理 
決済サービス 
生産(produce) Advanced Visibility 工程管理（WIP62） 
梱包・船積み 
(pack & ship) 
Factory Xpress スキャン・梱包 
ラベル作り 
事前出荷明細（ASN63） 
到 達 ・ 決 済
(delivery& payment) 
Procure to Pay 
 
デリバリーの証明 
決済サービス 
出所：トレードカード公式サイトより筆者作成 （www.TradeCard.com） 2012 年 5 月 16 日にアクセ
ス 
 
B2B 国際取引の決済の場合、取引金額が高額であり、しかも海外の貿易相手の信用
状況を詳しく把握できないため、保証信用保険に託せることが、利用者にとって便利
である。第三者決済機関として、信用保険を導入して、決済サービスを提供するのが
望まれている。 
TradeCard の利用者は、主として LEVIS のような大手企業であり、そんなにグロー
バルな展開をしていない中小企業にとっては、注文、工場生産まで統合したサービス
は贅沢だと言えよう。もちろん、アリババのような中小企業向けの B2B 取引プラット
フォームは、TradeCard の決済サービスの信用保証機能を学ぶだけでなく、より完全
なサービスを提供するために、自サイト特有の物流機能を備えることも考えなければ
ならない。 
                                                        
62Work-In-Process 製造工程にあって、まだ製品として完成していないもの。  
63Advanced Shipping Note 物流専門用語で、商品が入庫あるいは納品される前に、「どのア
イテムが○個納品される」という情報を事前に相手先へ送付すること。荷受け場での検品作業
が軽減され、作業効率が向上する。 
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第 2 節 物流 
 
前述のように、アリババのB2B物流は、基本的にはプラットフォームを介せず、オ
フラインで行われている形態である。アリババは情報交換の場を提供して、決済サー
ビスもある程度アリペイの形で提供している。しかし、B2B電子商取引は、商流、金
流と物流からなっているものであり、一番重要な「物の流れ」がまとまらなければ、
取引は成り立たないので、電子取引プラットフォームで物流システムを構築できれば、
プラットフォームの利用者にとって便利になり、プラットフォームの運営者にとって
も利益を増やせると思われる。これから、アリババの子会社のB2Cサイトであるタオ
バオとアマゾンジャパンの提供している物流サービスを紹介して、イギリスのFreight 
Tradersのプラットフォーム・ベースの運営方式を参照にしてプラットフォーム・ベー
スの物流システムの可能性を検討する。 
 
1、タオバオの物流システム 
タオバオは、2003 年に Alibaba が 4.5 億元を投資し設立したショッピングの B2C、
C2CWeb サイトである。2012 年現在、5 億人以上が登録して、毎年約 10 万億元以上
の取引額64を挙げている。 
タオバオは、5 社の物流会社と契約を結び、提携している。売主はタオバオに出店
する際に、この 5 社の物流会社とも提携関係を結ぶことも要求されている。 
タオバオを利用する買主は発注した後、画面で自分の物品を配送してほしい物流会
社にクリックして選択できる。売主は買主の選択した物流会社に依頼して、希望商品
を送付するのである。タオバオは物流会社のシステムとリンクされ、送付された商品
の追跡を行っている。中国 EMS（国際スピード郵便）のほかに、下表の 4 社の物流会
社はタオバオの提携会社である。これらの物流会社はみんな 2000 年以後に起業した
民営企業である。 
                                                        
64「アリババ 2011 年年報」 アリババ公式ウェブサイトを参考:  http://www.alibaba.com/ 
2012 年 4 月 30 日アクセス 
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表 6：タオバオと提携している物流会社 
 起業時間 特徴 
順豊速運 1993年 3月 本部は香港に置かれる総合物流会社であり、国際と国内速達
および通関などの業務に携わっている。 
圓通速運 2000年 5月 上海に本部を置き、中国で最も範囲の広いネットワークを持
っている速達・物流会社であり、今は全国で 3000 か所以上
の出張所を持っている。 
中通速運 2002年 5月 上海に本部を置き、ほかの物流会社に比べ、技術的に先進的
なソフトウェアなどにベースとした物流システムを持つの
は特徴である。 
申通 E 物
流 
2005 年 国内速達の伝統的な陸運方式と比べ、申通 E 物流は陸運＋空運
という運送方式を取り、スピード的には優位性を持っている。 
出所：张海霞（2012）「从淘宝物流看我国当前电子商务的物流形态」『中国商贸』 
 
タオバオは、買主と売主の住所に応じて、以上の物流会社のシステムにリンクし、
運送費を計算する機能がある。物流会社を決めたあと、計算された運賃が自動的に商
品代金に入ることになる。物流会社を決めるとき、物流会社によれば、保険の加入も
選択肢に入っている。こうして、追跡などの機能に加え、買主と売主は子会社の物流
システムを使い、有効にオーダーを管理できる。要するに、タオバオは自社で投資せ
ずに第三者の物流会社に頼んで物流業務を行っている。 
しかし、これらの物流会社は毎年 10%以上の成長率を持っている65タオバオの物流
業務を担っているが、チベットなどの辺鄙な地域に届かないというネットワーク問題、
物流会社の宣言している“DOOR TO DOOR”が実現できなく、速達従業員の接客態度
が悪いなどといった問題も持っている。買主と直接に対面しているのは物流会社であ
るので、買主から見ると、タオバオのサービス品質は物流会社のサービス品質に大き
く左右されている。タオバオにとって、物流システムを改善するために、契約してい
る物流会社に一定のサービス基準を要求し、統一させなければならない。 
 
                                                        
65张海霞（2012）「从淘宝物流看我国当前电子商务的物流形态」『中国商贸』 
51 
2、アマゾンジャパンの物流センサーに基づく物流システム 
アマゾンジャパンは、 2000 年 11 月 1 日に Amazon.com の日本版サイト
「Amazon.co.jp」としてオープンして以来、オンラインストアとしては最大規模を誇
るインターネット小売販売である。開設当初は書籍のみの取扱いであったが、取り扱
い品目を増やして、いまは食品、おもちゃとスポーツ用品などまで総合的な B2B・C2C
サイトになっている。ここでは、アマゾンジャパンのもっとも典型的な B2C（B はア
マゾンジャパン）書籍の物流方式を取り上げてみたい。 
「書籍販売からスタートした米アマゾンのプラットフォームは、音楽CDとかビデオ、PC
ソフトウェアなども扱えるように拡張してきました。こうしたメディア系の商品はシナジ
ー効果を生みやすく、あるアーチストのCDが出れば、同じアーチストの書籍も売れるとい
ったクロスセリングが可能です。その際に配送コストを最小化するためには一カ所の倉庫
から出した方がいい」66という考え方で、アマゾンジャパンは2000年から自社倉庫である
市川塩浜物流センター（千葉県市川市）を建てた。二階建てのセンターの面積は約15000
平方メートルで約100万冊の書籍を保管する能力がある。 
アマゾンジャパンは自社の物流センターをベースにして、各出版社と提携して、一定の
インベントリーを保存している。消費者が発注して、Amazonが佐川急便とヤマトなどの
物流会社と提携して、希望商品を発送する。在庫のある商品については一定の料金を
支払うことで商品の配達日を確定できる。当日お急ぎ便は注文当日、お急ぎ便は注
文翌日から3日後までの配送としている67。当日お急ぎ便は配送センターが置かれ
ている関東地方・関西地方でのみ利用可能となっている。 
                                                        
66 「アマゾンジャパンーローカル化 物流の自前主義を日本では変更 日通をパートナーに外
部委託を実施」『LOGI-BIZ』2001.5 
67 Amazon.co.jp ヘ ル プ ： お 急 ぎ 便 の お 届 け 地 域 と 配 達 日 数
（http://www.amazon.co.jp/gp/help/customer/display.html?nodeId=200143820）2012 年 5
月 25 日アクセス 
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3、Freight Traders—逆オクション・ベースの物流マッチング・プラットフ
ォーム 
中国のB2Bプラットフォーム上で物流取引を行い始めたのは、ごく最近のことであ
る。アリババ、慧聪国際などはネット物流取引市場を開設して、第三者物流プラット
フォームの形になっている68。ここでは、運送業者は自分の運送能力と運送費などを開
示し、そのなかに、自社の主要ルート、得意な運送領域・方式及び諸料金などの情報
が含まれている。それに対して、荷主は自分の物品の情報を開示し、またプラットフ
ォームで最も経済的、かつ効率的な運送人を探すことができる。実は、第三者物流プ
ラットフォームを利用して運送人を探すだけでなく、これを通じて、自社にふさわし
い物流及びサプライチェーンの解決案を求めたい企業も増えている。しかし、今の段
階では、相当な取引規模、取引頻度を持ち、このような要請を充足できる、第三者物
流プラットフォームはほとんど見当らない。 
ここでは、マース（MARS）の物流子会社であるFreight Traders69を例にして検討す
る。 
1999年のFreight Tradersの調査によると、欧州の道路で、空荷で走っているトラッ
クは、27％を占めていて、その時の運送資源の利用度は、非常に低かった。このため、
余分の運輸能力を十分に利用するために、Freight Tradersはインターネットをベース
にして物流取引システムを設立して、IBMのデータベースなどの技術を借り、MARS
のグローバルな物流専門知識を生かしながら成長している。 
Freight Traders上の取引モデルは、逆オークションというキーワードに基づいて達
成するものである。つまり、荷主はネット上で貨物と運輸情報を公表して、運送業者
はそれに応じて運賃を算出し、オーダーを取る形となっている。取引ができてはじめ
て、Freight Tradersがサービス費を徴収するが、そのサービス費は運賃の一定の割合
                                                        
68孙海涛（2008）「浅谈基于 B2B 电子商务类型的物流交易运作模式」『商场现代化』2008 年 2
月（下旬刊）总第 531 期 
69 Freight TradersTM はインターネットベースの B2B 貿易取引プラットフォームである。2005
年 5 月から、イギリスで開業し、グローバルな物流・サプライチェーン解決案を提供できるこ
とを目指して成長している。 
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で定められている。そして、MARSのグローバルな物流専門知識を利用して、登録企
業に対して、物流資源の合理的利用、サプライチェーンなどに関する一定のコンサル
ティング業務も引き受けている。表7に示されるように、プラットフォームに参加する
取引双方は、取引相手を見つけることだけでなく、物流、経営、サプライチェーンな
どに関する全体としての能力を伸ばすこともできる。 
 
表7：Freight Tradersプラットフォームの機能及び利用技術  
Freight Tradersの物流・サプライチェーンの解決案 
 荷主と運送業者向けのB2B物流取引プラットフォーム 
IBM技術の利用 IBM WebSphere Commerce Suite→逆オークション 
IBM DB2 Universal Database→マッチング 
運送業者の視点から 欧州全体の物流市場に入ることができる 
自社の物流資源を十分に生かせる 
運営コストとマーケティングコストを下げる 
荷主の視点から 幅広い供給者から選択できる 
Freight Tradersから専門的な物流サプライチェーンの
知識を入手できる 
迅速かつ透明性の高い取引（逆オークション） 
出所：孙海涛（2008）「浅谈基于B2B 电子商务类型的物流交易运作模式」『商场现代化』2008年2月（下
旬刊）总第531期より筆者作成 
 
実際には、今の中国では電子取引プラットフォームの物流機能を利用する企業は数
少なく、それに、信用問題と人材の不足などにより、B2B電子取引プラットフォーム
に基づく物流サービスの品質も制約されている。だが、中国全国の物流資源と情報を
グローバルの範囲に生かしたり、整合したりすることが実現できれば、特に中小企業
にとって大きなコスト削減となるだろう。 
アリババのような、すでに一定の影響力と規模を持っている電子取引プラットフォ
ームは、B2Bの物流システムを建築するには、傘下のタオバオの長年にわたって取引
関係を保持している物流企業と提携して、企業向けの物流サービスを提供するのは利
用企業にとって安心かつ便利であると思われる。そして、アマゾンジャパンはB2C経
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験であるが、アリババも2012年6月から河北省で電子商取引物流センターを建て始める
ことを発表した。30億元を投資して、主には電子商取引品の配送、倉庫管理の解決案
に従事する予定である。アマゾンジャパンの物流センターと違い、アリババは電子商
取引企業を物流センターに集中させ、中国の華北地区70のB2B電子商取引の産業クラス
ターを作り、総合的な物流とサプライチェーンの解決案を提供できるようにする。そ
して、Freight Tradersの経験を学び、グローバルな物流情報を掲載し、マッチングす
ることは、国際貿易を行う中小企業にとっても、望まれていると言えよう。もちろん、
Freight Tradersの逆オークションというモデルの下には、グローバルな物流を展開す
るための通関、税金などの諸費用がどのように運賃に加算されるとかのような問題が
あるので、これについては、アリババの物流センターの構築にとっても大きな課題に
なると思われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
70華北とは、中国北部の呼称である。行政区画は、河北省、山西省、内モンゴル自治区、北京
市、天津市が含まれている。 
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第 5 章 中国で電子取引プラットフォームの
成功要因とこれからの課題 
電子取引プラットフォームの世界では“Winner Takes All”という言葉がある。規模と
利用者数が大きくなるほど、ユーザーがよりそのサイトを利用するようになる。つま
り、プラットフォーム運営者にとって、できるだけ積極的に巨額の資金で最初に市場
進出する戦略が市場を占拠する可能性を高めている。アリババが創業した当時（1999
年）の中国では、慧聡国際社のような1992年に創業した優良企業とeBay71などのよう
なすでにほかの国で成功を収めている外資会社があり、そして、そのときには、電子
取引プラットフォーム市場の発達していない中国市場で、政府による参入障壁（たと
えば、一定の技術あるいは資産基準）がまだ低かった。このため、電子取引プラット
フォーム市場における競争が激しかった。なぜ先行優位を持っていなかったアリババ
がわずか三年間で中国のトップになった72かは、大変興味深いトピックであろう。アリ
ババのB2CサイトであるタオバオやアリババB2Bサイトはなぜ中国で市場を取ったの
か、そして、今まで情報の開示とマッチングという情報の流れの機能しか果たしてい
なかったB2Bプラットフォームは、取引の商流・金流と物流を統合してサービスを提
供する可能性を検討しておきたい。 
 
第 1 節 タオバオ（B2C）とアリババ（B2B）の中国志向戦略 
1、B2C サイトであるタオバオ 
まずは、アリババが出資して作った B2C サイトであるタオバオについて述べる。 
                                                        
71eBay は、2000 年に中国の「易趣」を買収して、中国で電子取引プラットフォームビジネス
を展開するようになった。「易趣」は、アメリカハーバード大学を卒業した 31 歳の上海青年二
人によって 1999 年に設立された e コマースサイトである。経営手法は eBay と似ている。 
72張剛（2010）『アリババ帝国～ネットで世界を制するジャック・マーの挑戦～』（東洋経済新
報社） 
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欧米市場の商慣習に詳しい eBay と比較して、タオバオはより中国市場に焦点をあて
た戦略をとっている。 
（1）、オークションサイトは中国で未成熟のため、eBay が実施している有料制はユー
ザーの拡大と市場の成長を阻むという認識から、タオバオは 4.5 億元を投資して、サ
ービスを無料で提供するようになった。 
（2）、中国の主要ポータルサイトと独占契約を結び、ネット上で競合他社へのアクセ
スを最低限に抑えようとする eBay の手段に対して、タオバオはバス、地下鉄などの公
共交通手段、テレビなどの大衆媒体を通して、宣伝を展開している。  
（3）、サプライヤーと買主間のコミュニケーションを促進するために、オークション
サイトに即時コミュニケーション・ソフトウェアを開発し、アリ・ワンワンの機能を
加えた。 
（4）、第三章でアリババの取引プロセスでも紹介したように、タオバオも信用問題に
対応する信用評価システムを開発して、決済の安全を確保するために、アリペイに基
づき決済サービスを提供している。 
このようにアリババは中国人消費者の心理と習慣を把握して、「淘宝網」（タオバオ）
は凄まじいスピードで eBay に規模と利用者数に追いついた。 
 
2、アリババ 
次に、B2B ビジネスを運営しているアリババの課題を検討する。 
（1）信用問題への対応 
B2Cの世界においても、B2Bの世界においても、中国でビジネスを行うには、最も関
心が寄せられているのは信用問題だと言われ、アリババはそれに対応して信用システ
ムを作っている。アリババはB2B電子商取引の最初の交渉から、商品情報の掲載と決
済まで、そして、取引が終わったあと、この取引に対するフィードバックが信用シス
テムに循環できるようなエコシステムと称されるプロセスを構築しているので、中国
の企業だけでなく、海外の企業も安心してアリババサイトを利用している。むろん、
アリババで起こった詐欺事件はアリババの信用イメージに大きなダメージを与えたが、
入会したい企業の認証システムの構築は、依然としてアリババの大きな課題である。 
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（2）安価な利用料 
第二章で紹介したように、アリババの定めている安価な利用料は、海外販路を打開
したい中国の中小企業にとって大変魅力がある。登録は無料であり、会費としては、
「誠信通」の年会費はただ最初の 2680 元から 1680 元(約 21400 円73)になり、「中国ゴ
ールド・サプライヤー」機能を使う年会費は 2008 年の 5 万元から 4 割引きで 3 万元
（約 38700 円）となっている。そして、利用料が安いため、全世界の企業がアリババ
に参加するようになり、これは、またアリババの知名度を上げて、いい循環となって
いる。 
（3）研究開発への投入など企業イメージの樹立 
情報検索技術から、アリ・ワンワン（コミュニケーションのソフトウェア）、情報
保存技術、サイト間情報伝達技術やアリペイというオンライン支払、オンライン・セ
キュリティ技術、アリ・クラウド・コンピューティングに及んで、アリババは毎年6
～10%74の営業収入を研究開発に投資している。このことを、アリババがよく新聞で自
社アピールし、利用客を安心させアリババの商品とサービスを利用させたりする宣伝
のポイントとなっている。 
そして、アリババは海外から融資をしてもらったりして、世界的なプラットフォー
ムを目指していることを宣伝している。 
 
以上からわかるように、アリババが中国で成功を収めたのは、中国市場の特徴に適
応して、中国志向の戦略を取ったからである。特に中国へ進出した外資企業に比べて、
アリババが信用問題に対して開発したシステムは大きな優勢となり、中国市場を占拠
するキーだと言われる。 
 
 
 
 
 
                                                        
73 2012 年 05 月 18 日のレート（100 円＝7.82 元）に参考する。 
74 2009 年の統計で、中国ハイテック型企業の技術革新への平均対営業収入比投入は 1%未満で
ある。アメリカは 4.02%で、日本は 3.98%である。 
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第 2 節“Meet in Alibaba”から“Work in Alibaba”まで 
 
要するに、アリババが中国でローカル化戦略を徹底して、特に中国ユーザーにとっ
て最も気になっている信用問題にもうまく対応しているのは、一番大きな成功要因で
ある。もちろん、すでに B2B 市場の 6 割以上のシェアを持つアリババは、決して完璧
な運営方式ではない。電子商取引をスムーズに行うためには、情報・金・ものの流れ
を統合してやらなければならない。だが、アリババの一番力を入れているのは情報の
マッチング、そしてアリペイといった小口資金にしか使えない第三者決済サービスで、
ユーザーの中国国内あるいは海外の B2B 決済と物流業務には、まだ十分に手を伸ばし
ていないのは事実である。また、インフラ整備としての電子契約、電子サインなどに
関する法律も、電子商取引の世界の安全と信用の保証である。これについては、先進
国の例を参照しながら、アリババのような B2B 電子取引プラットフォームで情報・金・
ものの三者の流れの統合の可能性について検討しておきたい。 
 
アリババの運営モデルを見ればわかるように、中国の中小企業向けの電子取引プラット
フォームは主に売買相手のマッチングのサービスしか提供していない。アリババでは、中
小企業は国際貿易のプロセスのほかの重要なサイクル（決済と物流）を自分で処理するか、
あるいは代理会社に依頼しなければならない。これにかかわる知識、経験やノウハウに不
足している中小企業にとって、決して完璧に取引を完了することはありえない。 
図 12 は電子取引プラットフォームにおけるワン・ストップ・サービスの発想である。ア
リババでは、輸出入にかかわる通関から為替リスク管理、税務、融資、物流までのサービ
スをオンラインで提供できる企業は次々と現れているが、それらの企業の機能はバラバラ
であり、整合できない状態のままで、中小企業はこれらの企業と一つずつ連絡して取引せ
ざるを得ないので、輸出入コストは依然として高い。ワン・ストップ・サービスのサービ
スを提供できれば、プラットフォームを利用する企業にとって大変便利になる。 
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図 12：ワン・ストップ・サービスの発想 
情報開示マッチング
金融・
決済
トレード
カード
PAYMENT
電子書類
（契約など）
の作成
サービス
BUY
物流
タオバオ＆
アマゾン・
ジャパン
SHIP
電子取引プラットフォームのワン・ストップ・サービス
 
出所：UN CEFACT の BSP モデルより筆者作成 
 
ワン・ストップ・サービスの構成としては、まず商流の情報開示とマッチングのサービ
スだけでなく、企業間の電子書類の交換と作成に備えるために、国連のモデルなどに参照
しながら、電子契約のフォーマットとそのほかの書類の標準モデルを作り、それに対応す
る取引記録をするシステム（第三章に参照）も構築する。 
次は、金融と決済の金流として、第四章で紹介したトレードカードの事例は参照となれ
ると思う。信用保険会社と提携して、企業の取引額に応じて貿易保険を付けさせる。ここ
では、強制的に保険を付けるわけではないが、信用保険を付けることで、取引相手を安心
させるという利点を宣伝して、信用保険のサービスを展開する形が望まれる。  
最後には、日本の書籍の物流で成功しているアマゾン・ジャパンのように、アリババも
最近、中国で物流センターを建てる発想を提案している。そして、タオバオのように、中
国の物流会社を指定するという提携の仕方で、企業の取引を便利にさせるだけでなく、電
子取引プラットフォームにも大きな利益をもたらせる。 
もちろん、ワン・ストップ・サービスの発想としては、特に国際取引の場合において、
事情が複雑になり、たとえば、プラットフォーム自身が国際物流を担うことなどが実現し
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にくいところが多くあるが、“Meet in Alibaba”から“Work in Alibaba”までのような
転換は、電子取引プラットフォームの将来の姿であると言えよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
61 
むすび 
本論文では、中国の電子取引プラットフォームの概況を紹介した上で、電子取引プ
ラットフォームの不完全な機能など諸課題を提示した。この中には、電子取引プラッ
トフォームを使うセキュリティ問題、信用問題、そして、プラットフォーム自身の機
能の不完備性がある。本論文で提言したのは、電子取引プラットフォームの運営者は
先進国あるいはすでに中国で成功した事例を学び、中国の市場の特徴に応じて商流・
金流・物流を統合させる発想である。もちろん、このワン・ストップ・サービスを提
供するにはまださまざまな問題点がある。それは、電子取引プラットフォームで行う
国際取引は国内取引に比べより複雑であるからだ。国境を超えるときには、言葉の壁
と商習慣の差異などの問題だけでなく、決済における為替問題、そして国際物流が電
子取引プラットフォームのみで解決することも大変困難である。今の段階では、これ
らをすべて電子取引プラットフォームに任せることが無理であろうと思われ、アリバ
バのような大規模な電子取引プラットフォームにとっても商流・金流・物流を統合さ
せるワン・ストップ・サービスを提供する実力がなかろう。 
また、これらの問題を解決するためには、電子取引プラットフォーム運営者自身の
努力はもちろん、相関する法律的な整備、そして社会的な信用システム・ネットワー
クの構築と金融機関の協力も不可欠であろう。アリババの利用規約を見ても分かるよ
うに、情報の開示とマッチング機能だけを持ち、そして、取引企業の行為には一切責
任を持たないというのは、中国の電子取引プラットフォームの運営常態である。中国
の中小企業の海外販路の打開を支援するという重要な役割を担っている電子取引プラ
ットフォームの責任、義務と権利に関する専門的な法律あるいは仲裁機関がなければ、
電子取引プラットフォームの利用者にとっては決して安心に取引できるわけではない。
そして、取引ごとに信用保険を付けるという提言を出したが、中国では専門的な貿易
信用保険会社あるいは中小企業向けの融資サービスも必要であろう。つまり、社会的
なインフラ整備のような外部環境を整えることも、電子取引プラットフォーム運営者
にとって非常に望まれるといえよう。 
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付録：アリババ利用規約 
0. 定義 
「当社」 
アリババ株式会社をいう  
「サービス」 
当社がユーザーに対して提供するサービスの総称をいう  
「本サイト」 
当社が提供するサービスを展開するインターネットＷＥＢサイトの総称をいう   
「会員登録」 
本サイト上の申込ページからの申込（同意ボタンのクリック等）、当社が定める書式の
申込書への記入等、当社が定める手続によるサービスへの申込手続をいう   
「ユーザー」 
会員登録の有無を問わずサービスを利用する会員または利用者の総称をいう   
1. 本規約について 
本サイトは、当社が、本規約に従ってサービスをご利用されるユーザーに提供いたし
ます。本規約は、会員登録、またはユーザーが本サイトを通じて本サイトのサービス
を利用することによって、その内容に同意いただいたものとみなし、当社とユーザー
との間に法的拘束力が生じます。本サイトは必要に応じて本規約の内容を変更いたし
ます。改訂された規約は、本サイトに掲載された時点から有効となりますので、ご利
用の際には本ページの最新の利用規約をご参照ください。ログインまたは連続して本
サイトのサービスをご利用になられる場合は、改訂された規約を承諾いただいたとみ
なします。なお、本サイトの利用に関して、別途規約を定める場合があります。その
場合、当社所定の手続にしたがって当該規約に同意いただくことがご利用の条件にな
ります。 
2. サービスについて 
サービスのご利用は、日本国内において法的拘束力を有する契約が可能な個人と法人
に限ります。  
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18 歳未満の方は、単独で本サイトへの会員登録及びサービスのご利用はできません。
会員登録、ご利用の場合は必ず親権者の同意を得て、保護者とご一緒にご利用くださ
い。  
本サイトはユーザーのお取引の場としてのみ提供させていただいております。即ちユ
ーザーは本サイトで取引先を探し、商品やサービスの取引について交渉及び各種取引
関連の情報を得ることができます。しかし当社は、取引の当事者とはならず、また、
取引に関する商品の品質、安全性と合法性、取引情報の真偽の確認や保証等、取引に
ついて何ら関与いたしません。  
当社は全力を尽くしてサービスを提供していますが、今後発生しうる技術的な問題や
その他の問題等の対策について万全ではありません。このような問題はデータの損失
と他のサービスの中止などを招くおそれがあります。ただし、サービスは現状に基づ
いて提供するもので、当社はサービス内容（真偽、正確性、第三者の権利を侵害して
いないこと等々）、提供の状態、アクセスの可能性、使用の状態については一切保証し
ておりません。サービスの使用はユーザーご自身の責任において行っていただきます。 
当社は下記内容について一切保証をいたしません。   
サービスがユーザーの希望を満たすこと  
サービスの提供に不具合やエラーや障害が生じないこと  
サービスから得られる情報の正確さ  
サービスを通じて入手できる商品、サービス、情報などがユーザーの期待を満たすも
のであること  
サービスを利用してユーザーが入手する全ての物（有体物、無体物を問わず、また、
ダウンロード等入手方法を問いません。）は、ダウンロード等の行為を含めてユーザー
ご自身の責任で行っていただきます。これらの行為の結果生じる損害については、ユ
ーザーがすべて責任を負います。ユーザーが当社から直接またはサービスを通じてア
ドバイスや情報を得た場合であっても、当社は、本規約に規定されている内容を超え
て責任を負うものではありません。 
リンクについて 
本サイトより他のウェブサイトやリソースへのリンクを提供したり、第三者が他のウ
ェブサイトやリソース（以下「第三者ウェブサイト等」といいます。）へのリンクを提
供している場合がありますが、当社は第三者ウェブサイト等の管理をしておりません
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ので、本サイト以外の第三者ウェブサイト等については一切の責任を有しておりませ
ん。また第三者ウェブサイト等に含まれる、または第三者ウェブサイト等で利用が可
能なコンテンツ、広告、商品、サービスなどにつきましても一切責任を負うものでは
ありません。したがって、当社は直接か間接かにかかわらず、第三者ウェブサイト等
に掲載されているコンテンツ、広告、商品、サービスなどに起因または関連して生じ
た全ての損害について賠償する責任はありません。   
広告について 
サービス中に広告を行っている広告主（サービスを通じて見つけた広告主も含める）
との取引（プロモーションへの参加を含む）は、ユーザーと当該広告主の責任におい
て行っていただきます。つまり、商品等の代金の支払い、契約条件の決定、保証、担
保責任などはすべてユーザーと広告主が当事者として責任を負うことになります。当
社はサービス中に掲載されている広告によって行われる取引に起因する損害及び広告
が掲載されたこと自体に起因する損害については一切責任を負いません。  
サービスの中止について 
当社は、ユーザーに通知することなく一時的または永続的にサービスの一部あるいは
全部の改訂や中止の権利を保有しております。当社はサービスの提供中止に関し、ユ
ーザー及び第三者に対して一切責任を負わないものとします。  
3. 会員登録について 
本サイトに会員登録される場合、次の条件を遵守してください。   
本サイトの会員登録用の書式、または本サイト上のフォーマットにしたがってユーザ
ーご自身と会社に関する真実かつ正確で現在の状況が反映できる情報を提供していた
だきます。  
上記の登録情報が常に真実かつ正確で、現在の状況が反映できるものであるように適
時修正していただきます。もし上記に違反した場合、あるいは真実かつ正確で現在の
状況を反映できる情報が提供されていないと当社が判断した場合には、当社は当該会
員 ID とデータを掲載停止または削除し、現在と将来にわたりサービス（またそのいか
なる部分でも）を利用することをお断りする権利を有しております。もしユーザーが
会社もしくは他の法人団体を代表して会員登録する場合、当該会社または法人団体に
本規約が制約する権利があるという保証をしていただきます。  
当社は、会員登録の前後、あるいは利用の前後を問わず、ユーザーによる利用の可否
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を決定するために当社所定の審査を行う場合があります。この場合、当社は、本規約
に違反しないことを証明する書面等当社の指定する書面の提出を求めることができる
ものとし、ユーザーは速やかに当社の求めに応じるものとします。   
会員 ID とパスワードの管理について 
登録時にユーザーご自身で会員 ID とパスワードを選択していただきます。会員 ID と
パスワードの管理はユーザーご自身の責任において行っていただきます。また、当社
は、会員 ID とパスワードのみをもってユーザーの本人確認を行うものとし、会員 ID
とパスワードを利用して行われた行為の責任は当該 ID を保有しているユーザーの責
任とみなします。さらに、ユーザーは次の内容に同意していただきます。   
許可なく自分の会員 ID が利用された場合、または会員 ID とパスワードが第三者に漏
洩してしまった場合にはただちに当社にご連絡ください。   
会員 ID とパスワードの第三者への漏洩や不正使用防止のため、サービスのご利用を一
時的に終了される際には、その都度ログアウトをしてください。   
当社は会員 ID とパスワードの漏洩、不正使用などから生じた損害については保証いた
しませんのでご注意ください。  
4. 掲載情報について 
掲載情報に関する責任について 
掲載情報とは、ユーザーが本サイトに掲載した取引及び商品に関する情報、あるいは
ユーザーが電子メールを通じて当社または他の本サイト使用者に提供する全ての情報
をいいます。これにはデータ、文書、ソフトウェア、音楽、音、画像、映像、文字な
どを含みます。掲載情報に関する責任はユーザーご自身に負っていただきます。本サ
イトは掲載情報を掲載する媒体としての機能のみをサービスとして提供しており、当
社は掲載情報について一切責任を負いません。もし当社が資料によって法的または道
義的な責任を負ったり、全部または一部の当社のサービスが提供できなくなる可能性
がある場合は、当社は、掲載情報の掲載の中止、削除、その他掲載情報に関して必要
かつ適切なアクションを取ることを独断で決定することができます。   
商品及び掲載情報等についての規則 
本サイトに掲載されたあらゆる商品及び掲載情報について、以下の a～h の記載を順守
してください。 (本規約中の商品とは、全ての法律によって取引でき、有形無形のさ
まざまの形式で存在している具体的な取引対象物、権益、手形と証券、サービスと行
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為という意味で使われます。)  
詐欺をはたらかないこと。偽物または盗んだものを販売しないこと。   
第三者の一切の権利を侵害しないこと。この時権利とは物権、版権、特許権、商標、
ビジネスの秘密事項やその他の知的財産権、プライバシーの権利、名誉などを含みま
す。  
あらゆる法律、法規、条例、規則に違反しないこと。  (輸出入管理、貿易の割当て、
消費者保護、不当競争や虚偽の広告についての法律、法規、条例などに限りません)。  
他人を中傷して（ビジネス誹謗を含む）、不当に恐喝または嫌がらせをしないこと。  
猥褻・猥雑なもの、その他未成年者を害する内容を含まないこと。   
他人のコンピューター・システム、データ等をわざと破壊したり悪意に妨害したり、
あるいは勝手に切り取ったりまたはウイルスを侵入させたり偽装の破壊プログラム、
ワーム、ロジック爆弾及び他のプログラムを含ませないこと。  
チェーンレター、ジャンクメール、スパムメール、不当コピーなどの目的でサービス
を利用しないこと。  
サービスを通じて勝手に他人の電子メール・アドレス及びその他他人に関する情報を
収集し、利用しないこと。  
掲載情報の使用許諾等 
ユーザーは当社に対し、掲載情報について、独占的、永久的、かつ無料にて全世界に
おいて使用する権利を許諾します。したがって当社は自由に、掲載情報の全部または
一部を使用、複製、修正、書き換え、掲載、翻訳、配信、行使や展示をすることがで
きます。また当社は、掲載情報を現在と将来のいかなる形式、メディア、技術を用い
て他の情報に組み込むことができます。当社は、掲載情報のこのような利用に当たっ
て、当社が定めるプライバシー声明やその他の規約を遵守いたします。なお、当社の
プライバシー声明等は本規約の一部になっておりますのでご参照ください。  
5. 取引規約について 
取引プログラム  
ユーザーが本サイトに商品に関する情報を提供する場合は、文章または画像や映像、
写真によって商品の説明をしていただきます。ユーザーは本サイトで買主またはサプ
ライヤーのどちらか一方として、または両者として商品の情報を掲載することが出来
ます。商品の説明は必ず正しいカテゴリに入れてください。当社は商品説明の正確性
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と内容については一切責任を負いません。また当社は他のユーザーがサービスを通じ
て提供する資料の安全性、合法性、真実性を保証いたしかねますので、本サイトをご
利用になられる際はあらかじめご理解いただきご利用ください。   
取引の際、買主ユーザーとサプライヤーユーザーの両者は本サイトを通じて、明確に
オファーまたはカウンターオファーをして、お互いに協議、取引を完了させます。特
別な状況（たとえばオファー提出後、その商品説明を根本的に改めたり文章の訂正を
した場合、または取引関係者の身分などを証明できない場合）を除いてオファーとそ
の受諾を一切撤回できません。  
当社は、取引に起因するユーザーの紛争に一切関知いたしません。もしユーザーが他
のユーザーまたはその他の第三者と紛争を起こした場合であっても、当社は一切関与
せず、また一切の責任を負いません。  
取引システムに関するユーザーの制約事項  
ユーザーは、サービスを利用して、意図的にまたは無意識に顧客もしくは第三者を惑
わして、別の取引先とのビジネス交渉を持つことはできません。   
ユーザーは、本サイトが使用しているいかなる装置、ソフトウェアやプログラム、ま
た本サイトの運営及び本サイトで行っている全ての取引に異議を唱えません。   
ユーザーは、情報のフィ－ドバックの正確性を害するようなアクションを取ってはい
けません。このアクションとは、たとえばユーザーが２つ目に取得した会員 ID または
第三者を利用して、自分に肯定的なフィードバックを残したり、他のユーザーに否定
的なフィードバックを残したり、または他のユーザーが取引範囲以外のアクションを
履行できない場合、悪質なフィードバックを残すことなどが、これにあたります。   
ユーザーは、当社または他のユーザーの情報および掲載情報を、当社が事前に書面で
承諾した場合を除き、本サイト上の取引以外の目的で利用することはできません。当
社または他のユーザーが本サイトに掲載した情報をコピーすることも禁止されていま
す。  
6. 当社の賠償責任の制限 
一般免責条項 
ユーザーは、(1)サービスを利用したこと、または利用ができなかったこと、(2)サービ
スを通じて商品、見本、データ、情報あるいはサービスを入手したり、取引の成約に
よって費用を要したこと、(3)ユーザーの掲載情報とデータへの不正アクセスや不正な
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改変がなされたこと、(4)サービス中の第三者による発言、送信と行為、(5)その他サー
ビスに関連する事項に起因または関連して生じた一切の損害について、当社が賠償責
任を負わないことに同意していただきます。  
不可抗力 
合理的な範囲を超える要因、つまり不可抗力について、例えば、自然災害、ストライ
キ、騒動、暴動、戦争、政府間問題、通信とその他の施設の故障またはひどい傷害事
故等で、当社がユーザーに対する義務を履行することができなかったとしても、当社
は一切責任を負わないものとします。  
7. 料金徴収について  
ユーザーは、当社が本サイトで提供するサービスのうち有料サービスを契約または利
用する場合は、当社所定の料金を支払う必要があります。また、取引や当社のサーバ
ーに接続することによって発生する全ての費用、税金及びハードウェア、ソフトウェ
ア、サービスなどに関する費用は、ユーザー自身にお支払いいただきます。  
8. 登録 ID 等の削除について 
当社は、当社が必要と判断した場合、会員 ID、パスワードを削除し、サービスの利用
を禁止したり、掲載情報を削除する権利を保有しています。この権利は、ユーザーが
本規約の内容または趣旨に違反した、あるいは本規約の精神に照らして不適切な行為
を行った場合などにも行使されますが、それらに限らず当社自身の裁量で行使する場
合もあります。当社はサービスの提供中止に関し、該当ユーザー及び第三者に対して
一切責任を負わないものとします。 
9. 知的財産権について 
本ウェブサイトに関する全ての権利は、アリババグループに帰属します。アリババグ
ループのブランド、ロゴ、掲載の情報、サイトのデザインは全世界の著作権法及び他
の法律に保護されます。 
10. 通知方法について 
特別な規定がない限り、当社からユーザーに対する全ての通知は、電子メールを用い
て行います。当社の連絡先メールアドレスは jwso@alibaba-inc.com です。またユーザ
ーのメールアドレスは会員登録時に当社にお知らせいただいたものを使用させていた
だきます。当社からの電子メール送信後、24 時間後に通知完了といたしますが、電子
メールで通知できない場合は、会員登録の際にご提供いただいた住所へ通知内容を郵
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送いたします。この場合、通知内容発送日の 3 日後に（ユーザーが通知を受信出来た
か出来なかったかに関わらず）通知完了とさせていただきます。 
11. 利用規約違反について 
以下の場合、当社はユーザーに対して事前に警告した上で、当該ユーザーの会員資格
を一時中止あるいは剥奪することができます。また当該ユーザーが本サイトに掲載し
た情報（商品の情報及びその他の掲載情報）を全て削除できます。 
本規約に違反した場合  
当該ユーザーの掲載情報が虚偽であると当社が判断した場合   
当該ユーザーの行為で、ユーザー本人、ほかのユーザー、あるいは本サイトを通じて
サービスを提供する第三者サービス提供者その他の第三者が法的責任を負う可能性が
あると当社が判断した場合  
12. その他 
本規約は、ユーザーによる本サイトの使用及び当社による本サイトのサービスの提供
に関する、当社とユーザーとの間の合意内容を定めたものです。本規約は、ユーザー
と当社が本サイトに関して事前になした合意、締結した全ての文書に代わってその効
力を有します。また、条項のタイトルは、閲覧の便宜のために付されたものであって、
条項の内容の解釈を制限するものではありません。   
本規約の解釈は、日本法にしたがって行います。   
当社はユーザーの同意なしに本規約上の地位を第三者に譲渡することができます。   
本規約に関して、当社とユーザーの間で生じた紛争については、東京地方裁判所を第
一審の専属的管轄裁判所とします。  
特約１ （アリババ ワールドパスポートサービスの申込について） 
当社が提供するサービスのうち、アリババ ワールドパスポートサービス（以下「本サ
ービス」という）の申込を行う場合、ユーザーは「本規約」および「プライバシーに
ついて」（以下「本規約等」という）と合わせて Alibaba.com が提供する『ALIBABA.COM 
GOLD SUPPLIER INTERNATIONALEDITION SERVICE AGREEMENT 』（ 以下
「SERVICE AGREEMENT」という）を遵守するものとします。  
本規約等の記載と SERVICE AGREEMENT の記載内容が異なる場合、またはその解釈
が相反する場合に、その解釈および適用する条項を判断する権利は当社が有するもの
とします。  
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特約２ （アリババ チャイナパスポートサービスの申込について） 
当社が提供するアリババ チャイナパスポートサービス（以下「本サービス」という）
のユーザーのうち、中国への輸出を希望するユーザーをサプライヤー（以下「サプラ
イヤー」という）と言い、日本からの製品の輸入を希望するユーザーを買主（以下「買
主」という）といいます 
（１）Alipay 国際決済の申込について 
アリババ チャイナパスポートサービスに申し込むサプライヤーは別途当社、ソフトバ
ンク・ペイメント・サービス株式会社（以下「SBPS」という）及び Alipay.com Co.,Ltd
（以下「Alipay」という）が提供するアリババ チャイナパスポートサービスに付随す
る Alipay 国際決済（以下「Alipay 国際決済」という）に申し込むことができるものと
します。この場合、サプライヤーは当社への申込とあわせて別途、SBPS への申込手続
が必要となることに合意します。  
Alipay 国際決済への申込を行う場合、サプライヤーは本規約等と合わせて別途、SBPS
が提示する加盟店規約（以下「加盟店規約」という）を遵守するものとします。なお
本規約等の記載と加盟店規約の記載が異なる場合、またはその解釈が相反する場合、
その解釈および適用する条項を判断する権利は当社または SBPS が有するものとしま
す。  
Alipay 国際決済はアリババ チャイナパスポートサービスと一体で申し込まれるもの
であり、Alipay 国際決済のみの申込はできないものとします。アリババ  チャイナパス
ポートサービスを解約した場合は、自動的に Alipay 国際決済も解約されるものとしま
す。但し、解約日までに発生した債務については引き続きサプライヤーは弁済の義務
を負うものとし、解約前に Alipay 決済サービスについて支払われた料金等の債務は解
約後も返金されないものとします。  
Alipay 国際決済は、Alipay と契約している買主および SBPS と契約しているサプライ
ヤー間でのみ提供されるサービスであるものとします。  
Alipay 国際決済について、当社において別途注意文言、説明文、FAQ 等を作成した場
合は全て本規約の一部を構成するものとします。   
（２）提携事業者の提供するサービスの申込について 
アリババ チャイナパスポートサービスを申し込むサプライヤーは別途、自己の選択に
おいてアリババ チャイナパスポートサービスのオプションサービスとして、当社と提
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携する企業（以下「提携企業」という）が提供するサービス（以下「提携オプション
サービス」という）を申し込むことができるものとします。   
提携オプションサービスは、申込があったサプライヤーに対して当社が提携企業を紹
介するサービスとなります。ついては提携オプションサービスの申込に際し、当社よ
り提携企業に提携オプションサービスの提供に必要な範囲でサプライヤーの情報が提
供される旨をサプライヤーはあらかじめ了承するものとします。   
（３）有償翻訳サービスの申込について 
アリババ チャイナパスポートサービスを申し込むサプライヤーは別途、自己の選択に
おいてアリババ チャイナパスポートサービスのオプションサービスとして製品情報
および商談メール翻訳サービスービス（以下「有償翻訳サービス」という）を申し込
むことができるものとします。  
有償翻訳サービスのサービス内容、料金等の諸条件は別途、当社が規定するものとし、
サプライヤーは本規約と合わせて別途、これらの規定にも同意のうえ有償翻訳サービ
スを申し込むものとします。  
有償翻訳サービスに関して、当社は、正確な翻訳の実施に万全を期しますが、ユーザ
ー、その他関係者等の主観的な好みに一致するという保証は一切行いません。また、
どのような翻訳にも不正確なところがあるため、翻訳内容の経済性、正確性、完全性
の保証も行わないものとします。  
当社は、有償翻訳サービスを利用したことによる翻訳結果の意味上の誤差または見解
の相違によってユーザーまたは第三者に生じた損害・損失に対し、いかなる責任も負
わないものとします。ただし、有償翻訳サービスを利用したことによる明らかな誤訳
によってユーザーに発生した直接かつ現実に発生した損害に限り、当社が受領した対
価を上限として損害賠償に応じる場合があります。   
当社がサプライヤーより受領した有償翻訳の対価は、いかなる理由においても返金し
ません。  
2002 年 10 月 18 日 制定 
2008 年 9 月 22 日 改定 
2008 年 12 月 5 日 改定 
2009 年 7 月 1 日 改定 
2010 年 6 月 1 日 改定 
